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条例 
 

 甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３０号 

甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例  

 （趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」という。）第９条第２項に

基づく個人番号の利用及び法第１９条第９号に基づく特定個人情報の提供に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 

ころによる。 

⑴ 個人番号 法第２条第５項に規定する個人番号をいう。 

⑵ 特定個人情報 法第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

⑶ 個人番号利用事務実施者 法第２条第１２項に規定する個人番号利用事務実 

施者をいう。 

⑷ 情報提供ネットワークシステム 法第２条第１４項に規定する情報提供ネッ 

トワークシステムをいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し、その適正な取扱い 

を確保するために必要な措置を講ずるとともに、国との連携を図りながら、自主

的かつ主体的に、地域の特性に応じた施策を実施するものとする。 

（個人番号の利用範囲） 
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第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる機関が行 

う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲

げる事務及び市長又は教育委員会が行う法別表第２の第２欄に掲げる事務とす

る。 

２ 別表第２の左欄に掲げる機関は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必 

要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該機関が保有するもの

を利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受け

ることができる場合は、この限りでない。 

３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するために必 

要な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利

用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステム

を使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けるこ

とができる場合は、この限りでない。 

４ 第２項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、規 

則その他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の

提出が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第９号の条例で定める特定個人情報を提供することができる場 

合は、別表第３の第１欄に掲げる機関が、同表の第３欄に掲げる機関に対し、同

表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人

情報の提供を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情

報を提供するときとする。 

２ 前項の規定による特定個人情報の提供があった場合において、他の条例、規則 

その他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提

出が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

（委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成２８年１月１日から施行する。 

- 4 -



 

別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

１ 市長 生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務

であって規則で定めるもの 

２ 市長 助産手当に関する事務であって規則で定めるもの 

３ 市長 すこやか子育て医療費の助成に関する事務であって規則で定

めるもの 

４ 市長 ひとり親家庭等医療費の助成に関する事務であって規則で定

めるもの 

５ 市長 ひとり親家庭等小中学校入進学祝金の支給に関する事務であ

って規則で定めるもの 

６ 市長 社会福祉法人等による介護保険サービス利用者負担の軽減に

関する事務であって規則で定めるもの 

７ 市長 

 

市営住宅及び上九一色定住促進住宅の管理に関する事務（法

別表第１の１９の項に掲げる事務を除く。）であって規則で

定めるもの 

８ 教育委員会        就学援助に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 生活に困窮する外国人に対す 

る生活保護の措置に関する事 

務であって規則で定めるもの 

医療保険各法又は高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法

律第８０号）による医療に関する

給付の支給又は保険料の徴収に関

する情報であって規則で定めるも

の 

  労働者災害補償保険法（昭和２２

年法律第５０号）による給付の支

給に関する情報であって規則で定

めるもの 

戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭
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和２７年法律第１２７号）による

援護に関する情報であって規則で

定めるもの 

雇用保険法（昭和４９年法律第

１１６号）による給付の支給に関

する情報であって規則で定めるも

の 

原子爆弾被爆者に対する援護に関

する法律（平成６年法律第１１７

号）による一般疾病医療費、手当

等の支給に関する情報であって規

則で定めるもの 

石綿による健康被害の救済に関す

る法律（平成１８年法律第４号）

による特別遺族給付金の支給に関

する情報であって規則で定めるも

の 

職業訓練の実施等による特定求職

者の就職の支援に関する法律（平

成２３年法律第４７号）による職

業訓練受講給付金の支給に関する

情報であって規則で定めるもの 

災害救助法（昭和２２年法律第

１１８号）による救助又は扶助金

の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）による小児慢性特定疾

病医療費、療育の給付又は障害児

入所給付費の支給に関する情報で
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あって規則で定めるもの 

母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和３９年法律第１２９号）に

よる給付金の支給又は資金の貸付

けに関する情報であって規則で定

めるもの 

難病の患者に対する医療等に関す

る法律（平成２６年法律第５０

号）による特定医療費の支給に関

する情報であって規則で定めるも

の 

生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施又は

就労自立給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係情報」と

いう。）であって規則で定めるも

の 

児童扶養手当法（昭和３６年法律

第２３８号）による児童扶養手当

の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律（昭和３９年法律第１３４

号）による特別児童扶養手当、障

害児福祉手当若しくは特別障害者

手当又は昭和６０年法律第３４号

附則第９７条第１項の福祉手当の

支給に関する情報であって規則で

定めるもの 

地方税法（昭和２５年法律 第
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２２６号）その他の地方税に関す

る法律に基づく条例の規定により

算定した税額又はその算定の基礎

となる事項に関する情報（以下

「地方税関係情報」という。）で

あって規則で定めるもの 

母子保健法（昭和４０年法律第

１４１号）による養育医療の給付

又は養育医療に要する費用の支給

に関する情報であって規則で定め

るもの 

児童手当法（昭和４６年法律第

７３号）による児童手当又は特例

給付の支給に関する情報であって

規則で定めるもの 

介護保険法（平成９年法律 第 

１２３号）による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保険

料の徴収に関する情報であって規

則で定めるもの 

障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）による

自立支援給付の支給に関する情報

であって規則で定めるもの 

社会福祉法（昭和２６年法律第

４５号）による生計困難者に対し

て無利子又は低利で資金を融通す

る事業の実施に関する情報であっ

て規則で定めるもの 
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国民年金法（昭和３４年法律第

１４１号）、私立学校教職員共済

法（昭和２８年法律第２４ ５

号）、厚生年金保険法（昭和２９

年法律第１１５号）、国家公務員

共済組合法（昭和３３年法律第 

１２８号）又は地方公務員等共済

組合法（昭和３７年法律第１５２

号）による年金である給付の支給

又は保険料の徴収に関する情報で

あって規則で定めるもの 

厚生年金保険制度及び農林漁業団

体職員共済組合制度の統合を図る

ための農林漁業団体職員共済組合

法等を廃止する等の法律（平成

１３年法律第１０１号）による年

金である給付に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

特定障害者に対する特別障害給付

金の支給に関する法律（平成１６

年法律第１６６号）による特別障

害給付金の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの 

年金生活者支援給付金の支給に関

する法律（平成２４年法律 第

１０２号）による年金生活者支援

給付金の支給に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

特別支援学校への就学奨励に関す

る法律（昭和２９年法律第１４４
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号）による特別支援学校への就学

のために必要な経費の支弁に関す

る情報であって規則で定めるもの 

学校保健安全法（昭和３３年法律

第５６号）による医療に要する費

用についての援助に関する情報で

あって規則で定めるもの 

雇用対策法（昭和４１年法律第 

１３２号）による職業転換給付金

の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

地方公務員災害補償法（昭和４２

年法律第１２１号）による公務上

の災害又は通勤による災害に対す

る補償に関する情報であって規則

で定めるもの 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第

３０号）による永住帰国旅費、自

立支度金、一時金、一時帰国旅費

又は中国残留邦人等支援給付等の

支給に関する情報であって規則で

定めるもの 

２ 市長 助産手当に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定 

めるもの 

住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）第７条第４号に規定す

る事項（以下「住民票関係情報」
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という。）であって規則で定める

もの 

３ 市長 すこやか子育て医療費の助成

に関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定

めるもの 

４ 市長 ひとり親家庭等医療費の助成

に関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情

報であって規則で定めるもの 

５ 市長 ひとり親家庭等小中学校入進

学祝金の支給に関する事務で

あって規則で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情

報であって規則で定めるもの 

６ 市長 社会福祉法人等による介護保

険サービス利用者負担の軽減

に関する事務であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情報であって規則で

定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情

報であって規則で定めるもの 

７ 市長 市営住宅及び上九一色定住促

進住宅の管理に関する事務

（法別表第１の１９の項に掲

げる事務を除く。）であって

規則で定めるもの 

身体障害者福祉法（昭和２４年法

律第２８３号）による身体障害者

手帳、精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和２５年法律

第１２３号）による精神障害者保

健福祉手帳又は知的障害者福祉法

（昭和３５年法律第３７号）によ

る知的障害者に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

生活保護関係情報であって規則で

定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生
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活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情

報であって規則で定めるもの 

８ 市長 児童福祉法による障害児通所

給付費、特例障害児通所給付

費、高額障害児通所給付費、

肢体不自由児通所医療費、障

害児相談支援給付費若しくは

特例障害児相談支援給付費の

支給、障害福祉サービスの提

供又は保育所における保育の

実施若しくは措置若しくは費

用の徴収に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

９ 市長 生活保護法による保護の決定

及び実施、就労自立給付金の

支給、保護に要する費用の返

還又は徴収金の徴収に関する

事務であって規則で定めるも

の 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１０ 市長 地方税法その他の地方税に関

する法律及びこれらの法律に

基づく条例による地方税の賦

課徴収又は地方税に関する調

査 （ 犯 則 事 件 の 調 査 を 含

む。）に関する事務であって

規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１１ 市長 公営住宅法（昭和２６年法律

第１９３号）第２条第２号に

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ
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規定する公営住宅の管理に関

する事務であって規則で定め

るもの 

て規則で定めるもの 

１２ 市長 老人福祉法（昭和３８年法律

第１３３号）による福祉の措

置又は費用の徴収に関する事

務であって規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１３ 市長 母子及び父子並びに寡婦福祉

法による配偶者のない者で現

に児童を扶養しているもの又

は寡婦についての便宜の供与

に関する事務であって規則で 

定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１４ 市長 母子保健法による保健指導、

新生児の訪問指導、健康診

査、妊娠の届出、母子健康手

帳の交付、妊産婦の訪問指

導、低体重児の届出、未熟児

の訪問指導、養育医療の給付

若しくは養育医療に要する費

用の支給又は費用の徴収に関

する事務であって規則で定め

るもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１５ 市長 中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律に

よる支援給付又は配偶者支援

金の支給に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 
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１６ 市長 介護保険法による保険給付の

支給、地域支援事業の実施又

は保険料の徴収に関する事務

であって規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１７ 市長 障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための

法律による自立支援給付の支

給又は地域生活支援事業の実

施に関する事務であって規則

で定めるもの 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

１８ 市長 子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号）による 

子どものための教育・保育給

付の支給又は地域子ども・子

育て支援事業の実施に関する

事務であって規則で定めるも

の 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報であっ 

て規則で定めるもの 

別表第３（第５条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 教育委員  

 会 

学校保健安全法によ

る医療に要する費用

についての援助に関

する事務であって規

則で定めるもの 

市長 地方税関係情報又は住民

票関係情報であって規則

で定めるもの 

生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

生活に困窮する外国人に

対する生活保護の措置に

関する情報であって規則

で定めるもの 

２ 市長 生活に困窮する外国

人に対する生活保護

教育委員会 学校保健安全法による医

療に要する費用について
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の措置に関する事務

であって規則で定め 

の援助に関する情報であ

って規則で定めるもの 

 るもの   
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 甲府市事務分掌条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３１号 

   甲府市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 甲府市事務分掌条例（昭和４８年４月条例第２２号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第１条中「部、室」を「市長直轄組織、部」に改める。 

 第２条中「部、室」を「市長直轄組織、部」に改め、市長室の項を次のように改

める。 

 市長直轄組織 

  ⑴ 秘書及び渉外に関すること。 

  ⑵ 広報に関すること。 

  ⑶ 中核市に関すること。 

  ⑷ 危機管理に関すること。 

  ⑸ 市長の特命事項に関すること。 

 第２条企画部の項中第６号を削り、第７号を第６号とし、同条市民部の項に次の

２号を加える。 

  ⑻ 市税に関すること。 

  ⑼ 諸収入金の収納に関すること。 

 第２条税務部の項を削り、同条福祉部の項中第４号を削り、「福祉部」を「福祉

保健部」に改め、同項の次に次のように加える。 

 子ども未来部 

  ⑴ 子育て支援に関すること。 

  ⑵ 児童福祉に関すること。 

  ⑶ 青少年の育成に関すること。 
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⑷ 母子保健に関すること。 

 附 則 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 甲府市子ども・子育て会議条例（平成２５年６月条例第１７号）の一部を次の 

ように改正する。 

 第７条中「福祉部」を「子ども未来部」に改める。 
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 甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改 

正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３２号 

   甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部 

   を改正する条例 

 甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２

年１２月条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 附則第５条第１項の表を次のように改める。 

傷病補償年金 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に

よる障害厚生年金又は被用者年金制度の一元化等

を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律（平成２４年法律第６３号。以下「平成２４

年一元化法」という。）附則第４１条第１項の規

定による障害共済年金若しくは平成２４年一元化

法附則第６５条第１項の規定による障害共済年金

（以下単に「障害厚生年金等」という。）及び国

民年金法（昭和３４年法律第１４１号）による障

害基礎年金（同法第３０条の４の規定による障害

基礎年金を除く。以下単に「障害基礎年金」とい

う。） 

０．７３ 

 障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害に ０．８６ 

 ついて障害基礎年金が支給される場合を除く。）  

 障害基礎年金（当該補償の事由となった障害につ

いて障害厚生年金等又は平成２４年一元化法附則

０．８８ 
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第３７条第１項に規定する給付のうち障害共済年

金（以下「平成２４年一元化法改正前国共済法に

よる障害共済年金」という。）若しくは平成２４

年一元化法附則第６１条第１項に規定する給付の

うち障害共済年金（以下「平成２４年一元化法改

正前地共済法による障害共済年金」という。）が

支給される場合を除く。） 

 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年

法律第３４号。以下「国民年金等改正法」とい

う。）附則第８７条第１項に規定する年金たる保

険給付のうち障害年金（以下「旧船員保険法によ

る障害年金」という。） 

０．７５ 

 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する

年金たる保険給付のうち障害年金（以下「旧厚生

年金保険法による障害年金」という。） 

０．７５ 

 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する

年金たる給付のうち障害年金（以下「旧国民年金

法による障害年金」という。） 

０．８９ 

障害補償年金 障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３ 

 障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害に

ついて障害基礎年金が支給される場合を除く。） 

０．８３ 

 障害基礎年金（当該補償の事由となった障害につ

いて障害厚生年金等又は平成２４年一元化法改正

前国共済法による障害共済年金若しくは平成２４

年一元化法改正前地共済法による障害共済年金が

支給される場合を除く。） 

０．８８ 

 旧船員保険法による障害年金 ０．７４ 

 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７４ 

 旧国民年金法による障害年金 ０．８９ 

遺族補償年金 厚生年金保険法による遺族厚生年金又は平成２４ ０．８０ 
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年一元化法附則第４１条第１項の規定による遺族

共済年金若しくは平成２４年一元化法附則第６５

条第１項の規定による遺族共済年金（以下単に

「遺族厚生年金等」という。）及び国民年金法に

よる遺族基礎年金（国民年金等改正法附則第２８

条第１項の規定による遺族基礎年金を除く。以下

単に「遺族基礎年金」という。） 

 遺族厚生年金等（当該補償の事由となった死亡に

ついて遺族基礎年金が支給される場合を除く。） 

０．８４ 

 遺族基礎年金（当該補償の事由となった死亡につ

いて遺族厚生年金等又は平成２４年一元化法附則

第３７条第１項に規定する給付のうち遺族共済年

金若しくは平成２４年一元化法附則第６１条第１

項に規定する給付のうち遺族共済年金が支給され

る場合を除く。）又は国民年金法による寡婦年金 

０．８８ 

 国民年金等改正法附則第８７条第１項に規定する

年金たる保険給付のうち遺族年金 

０．８０ 

 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する

年金たる保険給付のうち遺族年金 

０．８０ 

 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する

年金たる給付のうち母子年金、準母子年金、遺児

年金又は寡婦年金 

０．９０ 

 附則第５条第２項の表を次のように改める。 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３ 

障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害について障害基礎年

金が支給される場合を除く。） 

０．８６ 

障害基礎年金（当該補償の事由となった障害について障害厚生年金

等又は平成２４年一元化法改正前国共済法による障害共済年金若し

くは平成２４年一元化法改正前地共済法による障害共済年金が支給

される場合を除く。） 

０．８８ 
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旧船員保険法による障害年金 ０．７５ 

旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７５ 

旧国民年金法による障害年金 ０．８９ 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２７年１０月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償 

等に関する条例（以下「新条例」という。）附則第５条の規定は、この条例の適

用の日（以下「適用日」という。）以後に支給すべき事由の生じた年金たる補償

及び休業補償並びに適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に係る

年金たる補償について適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた適用日前の期

間に係る年金たる補償及び適用日前に支給すべき事由の生じた休業補償について

は、なお従前の例による。 

３ 平成２４年一元化法第２条の規定による改正前の国家公務員共済組合法（昭 

和３３年法律第１２８号。以下この項において「改正前国共済法」という。）に

よる職域加算額（被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一

部を改正する法律の施行及び国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のため

の国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う国家公務員

共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関する政令（平成２７年政令第

３４５号）第８条第１項の規定により読み替えられた平成２４年一元化法附則第

３６条第５項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前国共済法第

８２条第２項に規定する公務等による旧職域加算障害給付（平成２４年一元化法

附則第３６条第５項に規定する改正前国共済法による職域加算額のうち障害を給

付事由とするものをいう。）又は平成２４年一元化法附則第３６条第５項の規定

によりなおその効力を有するものとされた改正前国共済法第８９条第３項に規定

する公務等による旧職域加算遺族給付（平成２４年一元化法附則第３６条第５項

に規定する改正前国共済法による職域加算額のうち死亡を給付事由とするものを

いう。）に係るものに限る。）又は平成２４年一元化法第３条の規定による改正

前の地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号。以下この項において
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「改正前地共済法」という。）による職域加算額（被用者年金制度の一元化等を

図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律及び地方公務員等共済組合法

及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律の一部を改正する法律の施行に伴う地方公務員等共済組合法による長期給付

等に関する経過措置に関する政令（平成２７年政令第３４７号。以下この項にお

いて「平成２７年地共済経過措置政令」という。）第７条第１項の規定により読

み替えられた平成２４年一元化法附則第６０条第５項の規定によりなおその効力

を有するものとされた改正前地共済法第８７条第２項に規定する公務等による旧

職域加算障害給付（改正前地共済法による職域加算額のうち障害を給付事由とす

るものをいう。）又は平成２７年地共済経過措置政令第７条第１項の規定により

読み替えられた平成２４年一元化法附則第６０条第５項の規定によりなおその効

力を有するものとされた改正前地共済法第９９条の２第３項に規定する公務等に

よる旧職域加算遺族給付（改正前地共済法による職域加算額のうち死亡を給付事

由とするものをいう。）に係るものに限る。）の受給権者が同一の支給事由によ

り平成２４年一元化法第１条の規定による改正後の厚生年金保険法による障害厚

生年金若しくは遺族厚生年金、平成２４年一元化法附則第４１条第１項の規定に

より国家公務員共済組合連合会（国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等の

ための国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律（平成２４年法律第９６

号）第５条の規定による改正後の国家公務員共済組合法第２１条第１項に規定す

る国家公務員共済組合連合会をいう。）が支給する年金である給付のうち障害共

済年金若しくは遺族共済年金又は平成２４年一元化法附則第６５条第１項の規定

により地方公務員共済組合（平成２４年一元化法附則第５６条第２項に規定する

地方公務員共済組合をいう。）が支給する年金である給付のうち障害共済年金若

しくは遺族共済年金の支給を受けるときは、当分の間、新条例附則第５条第１項

の規定は、適用しない。 

４ 適用日からこの条例の施行の日の前日までの間に改正前の甲府市議会の議員そ 

の他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第５条の規定により支給さ

れた年金たる補償及び休業補償は、新条例による年金たる補償及び休業補償の内

払とみなす。 
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 甲府市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３３号 

   甲府市市税条例等の一部を改正する条例 

 （甲府市市税条例の一部改正） 

第１条 甲府市市税条例（昭和２５年８月条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

第７条から第９条までを次のように改める。 

（徴収猶予に係る徴収金の分割納付又は分割納入の方法） 

第７条 市長は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）

第１５条第３項又は第５項の規定により、同条第１項若しくは第２項の規定に

よる徴収の猶予（以下この条において「徴収の猶予」という。）又は同条第４

項の規定による徴収の猶予をした期間の延長（以下この条において「徴収の猶

予期間の延長」という。）に係る徴収金を分割して納付し、又は納入させる場

合においては、当該分割納付又は当該分割納入の各納付期限又は各納入期限及 

び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を定めるものとす 

る。 

２ 市長は、徴収の猶予又は徴収の猶予期間の延長を受けた者がその納付期限又

は納入期限までに納付し、又は納入することができないことにつきやむを得な

い理由があると認めるときは、前項の規定により定めた分割納付又は分割納入

の各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を変更することがで

きる。 

３ 市長は、第１項の規定により分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入 

期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を定めたとき 

は、その旨、当該分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納 
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付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額その他必要な事項を当該徴 

収の猶予又は当該徴収の猶予期間の延長を受けた者に通知しなければならな 

い。 

４ 市長は、第２項の規定により分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入

期限ごとの納付金額又は納入金額を変更したときは、その旨、その変更後の各

納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納

入金額その他必要な事項を当該変更を受けた者に通知しなければならない。 

（徴収猶予の申請手続等） 

第８条 法第１５条の２第１項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項

とする。 

⑴ 法第１５条第１項各号のいずれかに該当する事実があること及びその該当

する事実に基づき徴収金を一時に納付し、又は納入することができない事情

の詳細 

⑵ 納付し、又は納入すべき徴収金の年度、種類、納期限及び金額 

⑶ 前号の金額のうち当該猶予を受けようとする金額 

⑷ 当該猶予を受けようとする期間 

⑸ 分割納付又は分割納入の方法により納付又は納入を行うかどうか（分割納

付又は分割納入の方法により納付又は納入を行う場合にあっては、分割納付

又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ご

との納付金額又は納入金額を含む。） 

⑹ 猶予を受けようとする金額が１００万円を超え、かつ、猶予期間が３月を

超える場合には、提供しようとする法第１６条第１項各号に掲げる担保の種

類、数量、価額及び所在（その担保が保証人の保証であるときは、保証人の

氏名及び住所又は居所）その他担保に関し参考となるべき事項（担保を提供

することができない特別の事情があるときは、その事情） 

２ 法第１５条の２第１項に規定する条例で定める書類は、次に掲げる書類とす

る。 

⑴ 法第１５条第１項各号のいずれかに該当する事実を証するに足りる書類 

⑵ 財産目録その他の資産及び負債の状況を明らかにする書類 

⑶ 猶予を受けようとする日前１年間の収入及び支出の実績並びに同日以後の 
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収入及び支出の見込みを明らかにする書類 

⑷ 猶予を受けようとする金額が１００万円を超え、かつ、猶予期間が３月を

超える場合には、地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」

という。）第６条の１０の規定により提出すべき書類その他担保の提供に関

し必要となる書類 

３ 法第１５条の２第２項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

⑴ 徴収金を一時に納付し、又は納入することができない事情の詳細 

⑵ 第１項第２号から第６号までに掲げる事項 

４ 法第１５条の２第２項及び第３項に規定する条例で定める書類は、第２項第

２号から第４号までに掲げる書類とする。 

５ 法第１５条の２第３項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

⑴ 猶予期間の延長を受けようとする徴収金の年度、種類、納期限及び金額 

⑵ 猶予期間内にその猶予を受けた金額を納付し、又は納入することができな

いやむを得ない理由 

⑶ 猶予期間の延長を受けようとする期間 

⑷ 第１項第５号及び第６号に掲げる事項 

６ 法第１５条の２第４項に規定する条例で定める書類は、第２項第４号に掲げ

る書類とする。 

７ 法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間は、２０日とする。 

（職権による換価の猶予の手続等） 

第９条 第７条の規定は、法第１５条の５第２項において読み替えて準用する法

第１５条第３項又は第５項の規定により、分割して納付し、又は納入させる場

合について準用する。 

２ 法第１５条の５の２第１項及び第２項に規定する条例で定める書類は、次に

掲げる書類とする。 

⑴ 第８条第２項第２号から第４号までに掲げる書類 

⑵ 分割納付又は分割納入をさせるために必要となる書類 

  第９条の次に次の２条を加える。 
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（申請による換価の猶予の申請手続等） 

第９条の２ 法第１５条の６第１項に規定する条例で定める期間は、６月とす 

る。 

２ 第７条の規定は、法第１５条の６第３項において読み替えて準用する法第 

 １５条第３項又は第５項の規定により、分割して納付し、又は納入させる場合

について準用する。 

３ 法第１５条の６の２第１項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項

とする。 

⑴ 徴収金を一時に納付し、又は納入することにより事業の継続又は生活の維

持が困難となる事情の詳細 

⑵ 第８条第１項第２号から第４号まで及び第６号に掲げる事項 

⑶ 分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各

納入期限ごとの納付金額又は納入金額 

４ 法第１５条の６の２第１項及び第２項に規定する条例で定める書類は、第８

条第２項第２号から第４号までに掲げる書類とする。 

５ 法第１５条の６の２第２項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項

とする。 

⑴ 第８条第１項第６号に掲げる事項 

⑵ 第８条第５項第１号から第３号までに掲げる事項 

⑶ 第３項第３号に掲げる事項 

６ 法第１５条の６の２第３項において準用する法第１５条の２第８項に規定す

る期間は、２０日とする。 

（担保を徴する必要がない場合） 

第９条の３ 法第１６条第１項ただし書に規定する条例で定める場合は、猶予に

係る金額が１００万円以下である場合、猶予期間が３月以内である場合又は担

保を徴することができない特別の事情がある場合とする。 

第１０条中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）」

を「法」に改める。 

第１９条第３項中「地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」 

という。）」を「令」に改める。 
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第６６条第１項中「第３３号の２様式」を「第３３号の４様式」に、「第３３

号の３様式」を「第３３号の５様式」に改め、同条第２項中「第３３号の２様 

式」を「第３３号の４様式」に、「第３３号の３様式」を「第３３号の５様式」

に改め、同条第３項中「第３３号の２様式」を「第３３号の４様式」に改める。 

 （甲府市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 甲府市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年６月条例第２３号）の

一部を次のように改正する。 

甲府市市税条例第２条第３号及び第４号の改正規定を削り、同条例第２９条の

２第８項の改正規定中「法人番号」の次に「（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第

１５項に規定する法人番号をいう。以下市民税について同じ。）」を加え、同条

例第４５条の２第１項第１号の改正規定中「）又は法人番号」の次に「（同条第

１５項に規定する法人番号をいう。以下固定資産税について同じ。）」を加え、

同条例第６７条第２項第２号の改正規定中「いう。」の次に「以下この号及び」

を、「）又は法人番号」の次に「（同法第２条第１５項に規定する法人番号をい

う。以下この号において同じ。）」を加え、同条例第１６０条の２第２項第１号

の改正規定中「）又は法人番号」の次に「（同条第１５項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ。）」を加え、同条例第１６８条第１号の改正規

定中「いう。」の次に「以下この号において同じ。」を、「）又は法人番号」の

次に「（同条第１５項に規定する法人番号をいう。以下この号において同 

じ。）」を加える。 

附則第１条第１号中「第２条第３号及び第４号、」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第１条中甲府市

市税条例第６６条の改正規定及び第２条の規定は、公布の日から施行する。 

（徴収猶予、職権による換価の猶予及び申請による換価の猶予に関する経過措 

置） 

第２条 第１条の規定による改正後の甲府市市税条例（以下「新条例」という。） 

第７条、第８条及び第９条の３（地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年 
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法律第２号。以下「平成２７年改正法」という。）附則第１条第６号に掲げる規 

定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この条において 

「平成２８年新法」という。）第１５条第１項又は第２項の規定による徴収の猶 

予に係る部分に限る。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい 

う。）以後に申請される平成２８年新法第１５条第１項又は第２項の規定による

徴収の猶予について適用し、施行日前に申請された平成２７年改正法附則第１条

第６号に掲げる規定による改正前の地方税法（以下この条において「平成２８年 

旧法」という。）第１５条第１項又は第２項の規定による徴収の猶予について 

は、なお従前の例による。 

２  新条例第９条及び第９条の３（平成２８年新法第１５条の５第１項の規定によ

る換価の猶予に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後にされる同項の規定に

よる換価の猶予について適用し、施行日前にされた平成２８年旧法第１５条の５

第１項の規定による換価の猶予については、なお従前の例による。 

３  新条例第９条の２及び第９条の３（平成２８年新法第１５条の６第１項の規定

による換価の猶予に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後に同項に規定する

納期限が到来する徴収金について適用する。 
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 甲府市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３４号 

   甲府市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 甲府市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年７月条例第２８号）の一部を次 

のように改正する。 

 附則第５条第１項中「当該損害補償」を「当該年金たる損害補償」に、「掲げる

年金たる給付」を「掲げる当該法律による年金たる給付」に改め、同項の表を次の

ように改める。 

１ 傷病補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

 

 

 

 

厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５

号）による障害厚生年金又は被用者年金制

度の一元化等を図るための厚生年金保険法

等の一部を改正する法律（平成２４年法律

第６３号。以下この表及び次項の表におい

て「平成２４年一元化法」という。）附則

第４１条第１項の規定による障害共済年金

若しくは平成２４年一元化法附則第６５条

第１項の規定による障害共済年金（以下

「障害厚生年金等」という。）及び国民年

金法（昭和３４年法律第１４１号）による

障害基礎年金（同法第３０条の４の規定に

よる障害基礎年金を除く。以下この表、次 

項の表及び第５項の表において「障害基礎 

０．７３ 

 年金」という。）  

２ 傷病補償年 障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．８２（第１
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金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

 

級又は第２級の

傷病等級に該当

する障害に係る

傷病補償年金に

あ っ て は 、 

０．８１） 

３ 障害補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３ 

４ 障害補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．８２（第１

級又は第２級の

障害等級に該当

する障害に係る

障害補償年金に

あ っ て は 、 

０．８１） 

５ 遺族補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

 

 

 

厚生年金保険法による遺族厚生年金又は平

成２４年一元化法附則第４１条第１項の規

定による遺族共済年金若しくは平成２４年

一元化法附則第６５条第１項の規定による

遺族共済年金（以下この表及び次項の表に

おいて「遺族厚生年金等」という。）及び

国民年金法による遺族基礎年金（国民年金

法等の一部を改正する法律（昭和６０年法

律第３４号。以下「国民年金等改正法」と 

０．８０ 

 いう。）附則第２８条第１項の規定による

遺族基礎年金を除く。以下この表及び次項
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の表において「遺族基礎年金」という。） 

６ 遺族補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

遺族厚生年金等及び遺族基礎年金 ０．８７ 

附則第５条第２項中「、当該損害補償」を「、当該年金たる損害補償」に、「か 

ら当該損害補償」を「から当該年金たる損害補償」に改め、同項の表を次のように

改める。  

１ 傷病補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

 

 

 

 

 

１ 障害厚生年金等 ０．８６ 

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由と 

なった障害について平成２４年一元化法

附則第３７条第１項に規定する給付のう

ち障害共済年金、平成２４年一元化法附

則第６１条第１項に規定する給付のうち

障害共済年金、平成２４年一元化法附則

第７９条に規定する給付のうち障害共済

年金又は厚生年金保険制度及び農林漁業

団体職員共済組合制度の統合を図るため

の農林漁業団体職員共済組合法等を廃止

する等の法律（平成１３年法律第１０１

号）附則第２条第１項第２号に規定する

旧農林共済法（以下この表において「旧

農林共済法」という。）による障害共済

年金（以下この表及び第５項の表におい

て「平成２４年一元化法改正前国共済法

等による障害共済年金」という。）が支 

０．８８ 

 給される場合を除く。）  

２ 傷病補償年 １ 障害厚生年金等 ０．９１（第１
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金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

 

 

 

 

 

級又は第２級の

傷病等級に該当

する障害に係る

傷病補償年金に

あ っ て は 、 

０．９０） 

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由と 

なった障害について平成２４年一元化法

改正前国共済法等による障害共済年金が

支給される場合を除く。） 

 

 

０．９２（第１

級の傷病等級に

該当する障害に

係る傷病補償年

金にあっては、

０．９１） 

３ 障害補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

１ 障害厚生年金等 ０．８３ 

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由と 

なった障害について平成２４年一元化法

改正前国共済法等による障害共済年金が

支給される場合を除く。） 

０．８８ 

４ 障害補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

 

 

 

 

１ 障害厚生年金等 ０．８９（第１

級又は第２級の

障害等級に該当

する障害に係る

障害補償年金に

あ っ て は 、 

０．８８） 

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由と 

なった障害について平成２４年一元化法

改正前国共済法等による障害共済年金が 

０．９２（第１

級の障害等級に

該当する障害に 

 支給される場合を除く。） 係る障害補償年

金にあっては、
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０．９１） 

５ 遺族補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

１ 遺族厚生年金等 ０．８４ 

２ 遺族基礎年金（当該損害補償の事由と 

なった死亡について平成２４年一元化法

附則第３７条第１項に規定する給付のう

ち遺族共済年金、平成２４年一元化法附

則第６１条第１項に規定する給付のうち

遺族共済年金、平成２４年一元化法附則

第７９条に規定する給付のうち遺族共済

年金又は旧農林共済法による遺族共済年

金（以下この表において「平成２４年一

元化法改正前国共済法等による遺族共済

年金」という。）が支給される場合を除

く。）又は国民年金法による寡婦年金 

０．８８ 

６ 遺族補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

１ 遺族厚生年金等 ０．８９ 

２ 遺族基礎年金（当該損害補償の事由と 

なった死亡について平成２４年一元化法

改正前国共済法等による遺族共済年金が

支給される場合を除く。）又は国民年金

法による寡婦年金 

０．９２ 

附則第５条第３項中「当該損害補償」を「当該年金たる損害補償」に、「年金た

る給付の２が支給される」を「法律による年金たる給付の数が２である」に、「、

当該年金たる給付」を「、当該法律による年金たる給付」に改め、同項の表を次の

ように改める。 

１ 傷病補償年 １ 国民年金等改正法附則第８７条第１項 

 

０．７５ 

金（第１８条 に規定する年金たる保険給付のうち障害  

の２に規定す 年金（以下この表及び第６項の表におい  

る公務上の災 て「旧船員保険法による障害年金」とい  

害に係るもの

を除く。） 

う。）  

２ 国民年金等改正法附則第７８条第１項 ０．７５ 
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に規定する年金たる保険給付のうち障害

年金（以下この表及び第６項の表におい

て「旧厚生年金保険法による障害年金」

という。） 

３ 国民年金等改正法附則第３２条第１項 

に規定する年金たる給付のうち障害年金

（以下この表及び第６項の表において 

「旧国民年金法による障害年金」とい

う。） 

０．８９ 

２ 傷病補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

 

 

 

 

 

１ 旧船員保険法による障害年金 ０．８３（第１

級の傷病等級に

該当する障害に

係る傷病補償年

金にあっては、

０．８２） 

２ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．８３（第１

級の傷病等級に

該当する障害に

係る傷病補償年

金にあっては、

０．８２） 

３ 旧国民年金法による障害年金 ０．９３（第１

級又は第２級の

傷病等級に該当

する障害に係る

傷病補償年金に

あ っ て は 、 

０．９２） 

３ 障害補償年 

金（第１８条 

１ 旧船員保険法による障害年金 ０．７４ 

２ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７４ 
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の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

３ 旧国民年金法による障害年金 ０．８９ 

４ 障害補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

 

 

 

 

 

１ 旧船員保険法による障害年金 ０．８３（第１

級の障害等級に

該当する障害に

係る障害補償年

金 に あ っ て は

０．８１、第２

級の障害等級に

該当する障害に

係る障害補償年

金 に あ っ て は

０．８２） 

２ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．８３（第１

級の障害等級に

該当する障害に

係る障害補償年

金 に あ っ て は

０．８１、第２

級の障害等級に

該当する障害に

係る障害補償年

金 に あ っ て は

０．８２） 

３ 旧国民年金法による障害年金 

 

０．９３（第１

級又は第２級の 

 障害等級に該当

する障害に係る
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障害補償年金に

あ っ て は 、 

０．９２）  

５ 遺族補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

を除く。） 

１ 国民年金等改正法附則第８７条第１項 

に規定する年金たる保険給付のうち遺族

年金 

０．８０ 

 

２ 国民年金等改正法附則第７８条第１項 

に規定する年金たる保険給付のうち遺族

年金 

０．８０ 

３ 国民年金等改正法附則第３２条第１項 

に規定する年金たる給付のうち母子年

金、準母子年金、遺児年金又は寡婦年金 

０．９０ 

６ 遺族補償年 

金（第１８条

の２に規定す

る公務上の災

害に係るもの

に限る。） 

１ 国民年金等改正法附則第８７条第１項 

に規定する年金たる保険給付のうち遺族

年金 

０．８７ 

 

２ 国民年金等改正法附則第７８条第１項 

に規定する年金たる保険給付のうち遺族

年金 

０．８７ 

３ 国民年金等改正法附則第３２条第１項 

に規定する年金たる給付のうち母子年

金、準母子年金、遺児年金又は寡婦年金 

０．９３ 

 

附則第５条第４項中「当該損害補償」を「当該年金たる損害補償」に改め、「当 

該各号に掲げる」の次に「法律による」を加え、同条第５項を次のように改める。 

５ 休業補償を受ける権利を有する者が、同一の事由について次の表の左欄に掲げ 

る法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、第８条の規定に

かかわらず、同条の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる当該法律に

よる年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額（その額が

当該休業補償の額から同一の事由について支給される当該法律による年金たる給

付の額（当該法律による年金たる給付の数が２である場合にあっては、その合計

額）を３６５で除して得た額を控除した残額を下回る場合には、当該残額）を支
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給するものとする。 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３ 

障害厚生年金等（当該損害補償の事由となった障害について

障害基礎年金が支給される場合を除く。） 

０．８６ 

障害基礎年金（当該損害補償の事由となった障害について障

害厚生年金等又は平成２４年一元化法改正前国共済法等によ

る障害共済年金が支給される場合を除く。） 

０．８８ 

附則第５条第６項中「この条例の規定にかかわらず、この条例」を「第８条の規 

定にかかわらず、同条」に改め、「同表の左欄に掲げる」の次に「当該」を加え、

「がこの条例の規定による」を「が当該」に、「当該年金たる給付」を「当該法律

による年金たる給付」に改め、同項の表中「の規定」を削る。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２７年１０月１日から適用する。 

２ この条例による改正後の甲府市消防団員等公務災害補償条例（以下「新条 

例」という。）附則第５条の規定は、この条例の適用の日（以下「適用日」とい

う。）以後に支給すべき事由の生じた年金たる損害補償及び休業補償並びに適用

日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に係る年金たる損害補償につい

て適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた適用日前の期間に係る年金たる損

害補償及び適用日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、なお従前の

例による。 

３ 改正前の甲府市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）附則 

第５条の規定に基づいて適用日からこの条例の施行の日の前日までの間に新条例

の適用を受ける者に支給された旧条例の規定に基づく年金たる損害補償及び休業

補償は、新条例による年金たる損害補償及び休業補償の内払とみなす。 
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 甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例等の一部を改正する条例をここに公 

布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３５号 

   甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例等の一部を改正する条例 

 （甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例の一部改正） 

第１条 甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例（昭和５２年９月条例第３０ 

号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項第４号中「前３号」を「前各号」に改め、同号を同項第６号と 

し、同項第３号の次に次の２号を加える。 

⑷ 甲府市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例（昭和５０年１２月条例第  

４０号）による医療費助成金の支給を受けることができる者 

⑸ 甲府市すこやか子育て医療費助成金支給条例（昭和４７年１０月条例第  

２９号）による医療費助成金の支給を受けることができる保護者が監護する 

同条例第２条第１号に規定する小児 

 第６条の２中「うち次の各号に掲げる」を「うち標準負担額減額認定又は限度 

額適用・標準負担額減額認定（以下これらを「減額認定」という。）を受けてい 

る」に改め、「入院時食事療養費の支給を受けた者が」、「標準負担額減額認定 

又は限度額適用・標準負担額減額認定（以下これらを「減額認定」という。）を 

受けている者にあっては、」及び「。以下同じ」を削り、「について、次の各号 

に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める」を「の２分の１に相当する」に改 

め、同条各号を削る。 

 （甲府市すこやか子育て医療費助成金支給条例の一部改正） 

第２条 甲府市すこやか子育て医療費助成金支給条例（昭和４７年１０月条例第 

２９号）の一部を次のように改正する。 
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  第３条第２項中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

 （甲府市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例の一部改正） 

第３条 甲府市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例（昭和５０年１２月条例第 

４０号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第１項第４号を削る。 

  附 則 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 第１条から第３条までの規定による改正後の条例の規定は、この条例の施行の 

日以後において受けた医療に係る医療費の助成について適用し、同日の前日まで 

に受けた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 39 -



 

 甲府市国民健康保険直営診療所条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３６号 

   甲府市国民健康保険直営診療所条例の一部を改正する条例 

 甲府市国民健康保険直営診療所条例（昭和３０年３月条例第１２号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条中「、管理及び使用料」を「及び管理並びに使用料及び手数料」に改め

る。 

 第２条に次の１項を加える。 

２ 前項に定めのない診療に係る費用については、実費を基準として算定した額と 

する。 

 第３条各号列記以外の部分を次のように改める。 

前条に規定する診療以外に要する費用については、手数料として徴収し、その

額は次のとおりとする。 

第３条第４号を次のように改める。 

⑷ 前３号に掲げるもの以外のもの 実費を基準として算定した額 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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甲府市公民館設置及び管理条例及び甲府市公民館使用料条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３７号 

   甲府市公民館設置及び管理条例及び甲府市公民館使用料条例の一部を改正す

る条例 

 （甲府市公民館設置及び管理条例の一部改正） 

第１条 甲府市公民館設置及び管理条例（昭和２９年１２月条例第５７号）の一部 

を次のように改正する。 

第２条に次の１項を加える。 

 ２ 甲府市中央公民館に分館を設置し、その名称及び位置は、次のとおりとす  

る。  

名称 位置 

甲府市中央公民館相生分館 甲府市相生二丁目１７番１号 

  第４条を次のように改める。 

 第４条 公民館に館長その他必要な職員を置く。 

（甲府市公民館使用料条例の一部改正） 

第２条 甲府市公民館使用料条例（昭和２９年１２月条例第５８号）の一部を次の 

ように改正する。 

 別表の甲府市中央公民館使用料の表の次に次の１表を加える。 

 甲府市中央公民館相生分館使用料 

   区分  使用料  

      昼  

  午前９時から正  午後１時から同  午前９時から午  

室名  午まで ５時まで 後５時まで  
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音楽室     ９７０円  １，３００円  ２，６１０円  

   附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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 甲府市地方卸売市場業務条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３８号 

   甲府市地方卸売市場業務条例の一部を改正する条例 

 甲府市地方卸売市場業務条例（平成２２年１２月条例第５３号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 第２条中「１１５，７２０平方メートル」を「１０６，３８９平方メートル」に

改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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 甲府市市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月１８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３９号 

   甲府市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 甲府市市営住宅条例（平成９年９月条例第５４号）の一部を次のように改正す  

る。 

 別表の市営住宅の表に次のように加える。 

２６  

 

 

北新団地Ｄ 

 

北新二丁目４番 

 

中層耐火構造４階建 

１戸 ９３．８８㎡ 

１２戸 

   中層耐火構造４階建 

１戸 ７７．８９㎡ 

８戸 

   中層耐火構造４階建 

１戸 ７７．７３㎡ 

８戸 

   中層耐火構造４階建 

１戸 ５７．４１㎡ 

８戸 

 附 則 

 この条例は、平成２８年１月１日から施行する。 
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 甲府市市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第４０号 

   甲府市市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

甲府市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年６月条例第２３号）の一部を

次のように改正する。 

甲府市市税条例第３３条第２項各号の改正規定中「又は名称、住所若しくは居所

又は事務所若しくは事業所の所在地及び個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をい 

う。）又は法人番号」を「及び住所又は居所（法人にあっては、名称、事務所又は

事業所の所在地及び法人番号）」に改め、同条例第１６０条の２第２項第１号の改

正規定中「個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号において同 

じ。）又は」を削り、「同条第１５項」を「行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第２条第１５項」に改め、「個人番号又は」を

削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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規則  

 

甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例施行規則をここに公

布する。 

  平成２７年１２月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３３号 

   甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の 

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例（平成２７年１２月条例第３０号。以下「条例」という。）の施行に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

 （個人番号の利用に係る事務） 

第２条 条例別表第１第１項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 ⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第１項の保護の実施に関

する事務 

⑵ 生活保護法第２４条第１項の保護の開始若しくは同条第９項の保護の変更の

申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に

関する事務 

⑶ 生活保護法第２５条第１項の職権による保護の開始又は同条第２項の職権に

よる保護の変更に関する事務 

⑷ 生活保護法第２６条の保護の停止又は廃止に関する事務 

⑸ 生活保護法第５５条の４第１項の就労自立給付金の支給の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事務 

⑹ 生活保護法第６３条の保護に要する費用の返還に関する事務 
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⑺ 生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項までの徴収金の徴

収（同法第７８条の２第１項又は第２項の徴収金の徴収を含む。）に関する事

務 

２ 条例別表第１第２項の規則で定める事務は、甲府市助産手当支給条例（昭和  

４６年３月条例第１３号）の規定による助産手当の支給に関する事務とする。 

３ 条例別表第１第３項の規則で定める事務は、甲府市すこやか子育て医療費助成 

金支給条例（昭和４７年１０月条例第２９号）の規定による医療費の助成金の支

給に関する事務とする。 

４ 条例別表第１第４項の規則で定める事務は、甲府市ひとり親家庭等医療費助成 

金支給条例（昭和５０年１２月条例第４０号）の規定による医療費の助成金の支

給に関する事務とする。 

５ 条例別表第１第５項の規則で定める事務は、小中学校に入進学する児童が属す 

 るひとり親家庭及び父母のない児童を監護する家庭に対する入進学祝金の支給に 

関する事務とする。 

６ 条例別表第１第６項の規則で定める事務は、介護保険法（平成９年法律第  

１２３号）第１８条の保険給付に係るサービスを利用する低所得で生計困難な者

及び生活保護受給者に対する利用者負担額の軽減を行っている社会福祉法人等に

対する助成に関する事務とする。 

７ 条例別表第１第７項の規則で定める事務は、甲府市市営住宅条例（平成９年９ 

月条例第５４号）に規定する市営住宅及び甲府市上九一色定住促進住宅条例（平

成１７年１２月条例第７３号）に規定する定住促進住宅の管理に関する事務とす

る。 

８ 条例別表第１第８項の規則で定める事務は、教育基本法（平成１８年法律第  

１２０号）第４条第３項及び学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の

規定に基づき、経済的理由によって就学困難と認められる児童及び生徒に対する

就学援助に関する事務とする。 

（個人番号等の利用に係る事務及び情報） 

第３条 条例別表第２第１項の規則で定める事務は、前条第１項に掲げる事務とす 

る。 

２ 条例別表第２第１項の規則で定める情報は、次に掲げる情報とする。 
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 ⑴ 生活保護法第６条第２項の要保護者又は同条第１項の被保護者であった者  

（以下この項及び第１１条第２項において「要保護者等」という。）に係る医

療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

による保険給付の支給に関する情報 

 ⑵ 要保護者等に係る労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第７条

第１項の保険給付の支給に関する情報 

⑶ 要保護者等に係る戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和２７年法律第１２７

号）第７条の障害年金又は障害一時金の支給に関する情報 

 ⑷ 要保護者等に係る雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第１０条第１項

の失業等給付の支給に関する情報 

⑸ 要保護者等に係る原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律

第１１７号）第１８条の一般疾病医療費の支給、同法第２８条の保健手当の支

給、同法第３１条の介護手当の支給又は同法第３２条の葬祭料の支給に関する

情報 

 ⑹ 要保護者等に係る石綿による健康被害の救済に関する法律（平成１８年法律

第４号）第５９条の特別遺族給付金の支給に関する情報 

⑺ 要保護者等に係る職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する

法律（平成２３年法律第４７号）第７条第１項の職業訓練受講給付金の支給に

関する情報 

 ⑻ 要保護者等に係る災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）第７条第５項の

実費の弁償又は同法第１２条の扶助金の支給に関する情報 

⑼ 要保護者等に係る児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１９条の２第

１項の小児慢性特定疾病医療費の支給、同法第２０条第１項の療育の給付の支

給又は同法第２４条の２第１項の障害児入所給付費の支給に関する情報 

 ⑽ 要保護者等に係る母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９

号）第３１条（第３１条の１０において読み替えて準用する場合を含む。）の

給付金の支給又は同法第１３条第１項、第３１条の６第１項、第３２条第１

項、附則第３条若しくは第６条の資金の貸付けに関する情報 

⑾ 要保護者等に係る難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律

第５０号）第１２条の特定医療費の支給に関する情報 
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 ⑿ 要保護者等に係る生活保護法第１９条第１項の保護の実施、同法第２４条第

１項の保護の開始若しくは同条第９項の保護の変更、同法第２５条第１項の職

権による保護の開始若しくは同条第２項の職権による保護の変更若しくは同法

第２６条の保護の停止若しくは廃止に関する情報（以下「生活保護実施関係情

報」という。）又は同法第５５条の４第１項の就労自立給付金の支給に関する

情報 

⒀ 要保護者等に係る児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条第１

項の児童扶養手当の支給に関する情報 

 ⒁ 要保護者等に係る特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律

第１３４号）第３条第１項の特別児童扶養手当、同法第１７条の障害児福祉手

当、同法第２６条の２の特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法

律（昭和６０年法律第３４号）附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する

情報 

 ⒂ 要保護者等に係る道府県民税（都が地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第１条第２項の規定によって課する都民税を含む。以下同じ。）又は市町村民

税（特別区が同項の規定によって課する特別区民税を含む。以下同じ。）に関

する情報 

⒃ 要保護者等に係る母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条第１項

の養育医療の給付又は養育医療に要する費用の支給に関する情報 

 ⒄ 要保護者等に係る児童手当法（昭和４６年法律第７３号）第８条第１項（同

法附則第２条第３項において準用する場合を含む。）の児童手当又は特例給付

（同法附則第２条第１項の給付をいう。）の支給に関する情報 

⒅ 要保護者等に係る介護保険法第１８条第１号の介護給付、同条第２号の予防

給付又は同条第３号の市町村特別給付の支給に関する情報 

 ⒆ 要保護者等に係る障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）第６条の自立支援給付の支給に関する情報 

⒇ 要保護者等に係る社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項第７

号の生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業の実施に関する

情報 

（２１） 要保護者等に係る国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第２条の給付の
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支給若しくは同法第８７条の保険料の徴収、私立学校教職員共済法（昭和２８

年法律第２４５号）第２０条の給付の支給若しくは同法第２７条の保険料の徴

収、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第３２条の給付の支給若し

くは同法第８１条の保険料の徴収、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第

１２８号）第３９条の給付の支給若しくは同法第１００条の保険料の徴収又は

地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第４２条の給付の支給

若しくは同法第１１４条の保険料の徴収に関する情報 

（２２） 要保護者等に係る厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統

合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成１３

年法律第１０１号）による給付に関する情報 

（２３） 要保護者等に係る特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律

（平成１６年法律第１６６号）第３条第１項の特別障害給付金の支給に関する

情報 

（２４） 要保護者等に係る年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成２４年法

律第１０２号）第２条の老齢年金生活者支援給付金、同法第１０条の補足的老

齢年金生活者支援給付金、同法第１５条の障害年金生活者支援給付金又は同法

第２０条の遺族年金生活者支援給付金の支給に関する情報 

（２５） 要保護者等に係る特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和２９年法律

第１４４号）第２条の経費の支弁に関する情報 

（２６） 要保護者等に係る学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２４条の援

助の実施に関する情報 

（２７） 要保護者等に係る雇用対策法（昭和４１年法律第１３２号）第１８条の職業

転換給付金の支給に関する情報 

（２８） 要保護者等に係る地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第 

２８条の２第１項の傷病補償年金、同法第２９条第１項の障害補償年金又は同

法第３１条の遺族補償年金の支給に関する情報 

（２９） 要保護者等に係る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第１項若しくは同条第３項の支援給付の支給の実施又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を
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改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第１項の支援給付の支

給の実施に関する情報 

第４条 条例別表第２第２項の規則で定める事務は、第２条第２項に掲げる事務と 

する。 

２ 条例別表第２第２項の規則で定める情報は、次に掲げる情報とする。 

⑴ 前項の事務に係る申請を行う者及び当該申請を行う者と同一の世帯に属する

者に係る道府県民税又は市町村民税に関する情報 

⑵ 前項の事務に係る申請を行う者及び当該申請を行う者と同一の世帯に属する

者に係る住民票に記載された住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項（以下「住民票関係情報」という。） 

第５条 条例別表第２第３項の規則で定める事務は、第２条第３項に掲げる事務と 

する。 

２ 条例別表第２第３項の規則で定める情報は、前項の事務に係る助成に係る小児 

が加入している医療保険の被保険者に係る道府県民税又は市町村民税に関する情

報とする。 

第６条 条例別表第２第４項の規則で定める事務は、第２条第４項に掲げる事務と 

する。 

２ 条例別表第２第４項の規則で定める情報は、前項の事務に係る助成に係るひと 

り親家庭等の父若しくは母に係る道府県民税に関する情報又はひとり親家庭等の

父若しくは母及び児童若しくは父母のいない児童に係る住民票に記載された住民

票関係情報とする。 

第７条 条例別表第２第５項の規則で定める事務は、第２条第５項に掲げる事務と 

する。 

２ 条例別表第２第５項の規則で定める情報は、前項の事務に係る祝金の支給に係 

るひとり親家庭等の世帯の道府県民税に関する情報又はひとり親家庭等に属する

児童若しくは父母のない児童に係る住民票に記載された住民票関係情報とする。 

第８条 条例別表第２第６項の規則で定める事務は、第２条第６項に掲げる事務と 

する。 

２ 条例別表第２第６項の規則で定める情報は、次に掲げる情報とする。 

⑴ 前項の事務に係る申請を行う者に係る生活保護実施関係情報 
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⑵ 前項の事務に係る申請を行う者及び当該者と同一の世帯に属する者に係る市

町村民税に関する情報又は住民票に記載された住民票関係情報 

第９条 条例別表第２第７項の規則で定める事務は、第２条第７項に掲げる事務と 

する。 

２ 条例別表第２第７項の規則で定める情報は、次に掲げる情報とする。 

⑴ 市営住宅（第２条第７項に規定する定住促進住宅を含む。）の入居者又は同

居者（以下この項及び第１３条第２項において「市営住宅入居者等」とい

う。）に係る身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項

の身体障害者手帳の交付及びその障害の程度に関する情報 

⑵ 市営住宅入居者等に係る精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 

２５年法律第１２３号）第４５条第１項の精神障害者保健福祉手帳の交付及び

その障害の程度に関する情報 

⑶ 市営住宅入居者等に係る生活保護実施関係情報 

⑷ 市営住宅入居者等に係る道府県民税若しくは市町村民税に関する情報又は住

民票に記載された住民票関係情報 

第１０条 条例別表第２第８項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 児童福祉法第２１条の５の３第１項の障害児通所給付費、同法第２１条の５

の４第１項の特例障害児通所給付費、同法第２１条の５の１２第１項の高額障

害児通所給付費、同法第２１条の５の２８第１項の肢体不自由児通所医療費、

同法第２４条の２６第１項の障害児相談支援給付費又は同法第２４条の２７第

１項の特例障害児相談支援給付費の支給に関する事務 

⑵ 児童福祉法第２１条の５の８第２項の通所給付決定の変更に関する事務 

⑶ 児童福祉法第２１条の６の障害福祉サービスの提供に関する事務 

⑷ 児童福祉法第５６条第２項又は第３項の費用の徴収に関する事務 

２ 条例別表第２第８項の規則で定める情報は、前項に掲げる事務に係る申請、変 

更又はサービスの提供に係る障害児の保護者又は当該保護者と同一の世帯に属す

る者に係る生活保護実施関係情報とする。 

第１１条 条例別表第２第９項の規則で定める事務は、第２条第１項に掲げる事務 

とする。 

２ 条例別表第２第９項の規則で定める情報は、要保護者等に係る生活保護実施関 
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係情報又は生活保護法第５５条の４第１項の就労自立給付金の支給に関する情報

とする。 

第１２条 条例別表第２第１０項の規則で定める事務は、地方税法その他の地方税 

に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の課税標準の更正若し

くは決定、税額の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方

税の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）

に関する事務とする。 

２ 条例別表第２第１０項の規則で定める情報は、納税義務者に係る生活保護実施 

関係情報とする。 

第１３条 条例別表第２第１１項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

 ⑴ 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第１６条第１項若しくは第２８条

第２項の収入の申告の受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告

に対する応答に関する事務 

⑵ 公営住宅法第１６条第４項（同法第２８条第３項及び第２９条第８項におい

て準用する場合を含む。）の家賃若しくは金銭若しくは同法第１８条第２項の

敷金の減免の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に

対する応答に関する事務 

⑶ 公営住宅法第１８条第１項の敷金の徴収に関する事務 

⑷ 公営住宅法第１９条（同法第２８条第３項及び第２９条第８項において準用

する場合を含む。）の家賃、敷金若しくは金銭の徴収猶予の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事務 

⑸ 公営住宅法第２５条第１項の入居の申込みの受理、その申込みに係る事実に

ついての審査又はその申込みに対する応答に関する事務 

⑹ 公営住宅法第２７条第５項若しくは第６項の事業主体の承認の申請の受理、

その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事務 

⑺ 公営住宅法第２９条第１項又は第３２条第１項の明渡しの請求に関する事務 

⑻ 公営住宅法第２９条第５項の家賃の決定又は同条第６項の金銭の徴収に関す

る事務 

⑼ 公営住宅法第２９条第７項の期限の延長の申出の受理、その申出に係る事実

についての審査又はその申出に対する応答に関する事務 
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⑽ 公営住宅法第３０条第１項のあっせん等に関する事務 

⑾ 公営住宅法第３４条の収入状況の報告の請求等に関する事務 

⑿ 公営住宅法第４８条の条例で定める事項に関する事務 

２ 条例別表第２第１１項の規則で定める情報は、市営住宅入居者等に係る生活保 

護実施関係情報とする。 

第１４条 条例別表第２第１２項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１０条の４又は第１１条の福祉

の措置の実施に関する事務 

⑵ 老人福祉法第２１条の費用の支弁又は同法第２８条第１項の費用の徴収に関

する事務 

２ 条例別表第２第１２項の規則で定める情報は、前項の措置に係る者又は当該者 

の扶養義務者に係る生活保護実施関係情報とする。 

第１５条 条例別表第２第１３項の規則で定める事務は、母子及び父子並びに寡婦 

福祉法第１７条第１項、第３１条の７第１項若しくは第３３条第１項の便宜の供

与の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

に関する事務とする。 

２ 条例別表第２第１３項の規則で定める情報は、前項の申請を行う者に係る生活 

保護実施関係情報とする。 

第１６条 条例別表第２第１４項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 母子保健法第１０条の保健指導の実施又は保健指導を受けることの勧奨に関

する事務 

⑵ 母子保健法第１１条の新生児の訪問指導の実施に関する事務 

⑶ 母子保健法第１２条第１項の健康診査の実施又は同法第１３条の健康診査の

実施若しくは健康診査を受けることの勧奨に関する事務 

⑷ 母子保健法第１５条の妊娠の届出の受理又はその届出に係る事実についての

審査に関する事務 

⑸ 母子保健法第１６条第１項の母子健康手帳の交付に関する事務 

⑹ 母子保健法第１７条第１項の妊産婦の訪問指導の実施又は診察を受けること

の勧奨に関する事務 

⑺ 母子保健法第１８条の低体重児の届出の受理又はその届出に係る事実につい
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ての審査に関する事務 

⑻ 母子保健法第１９条第１項の未熟児の訪問指導の実施に関する事務 

⑼ 母子保健法第２０条第１項の養育医療の給付又は養育医療に要する費用の支

給に関する事務 

⑽ 母子保健法第２１条の４第１項の費用の徴収に関する事務 

２ 条例別表第２第１４項の規則で定める情報は、母子保健法第２０条の措置に係 

る未熟児又は当該被措置未熟児の扶養義務者に係る生活保護実施関係情報とす

る。 

第１７条 条例別表第２第１５項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（以下この項において「中国残留邦人等

支援法」という。）第１４条第１項若しくは第３項の支援給付若しくは同法第

１５条第１項の配偶者支援金の支給の実施又は中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（次号に

おいて「平成１９年改正法」という。）附則第４条第１項の支援給付の支給の

実施に関する事務 

⑵ 中国残留邦人等支援法第１４条第４項（同法第１５条第３項及び平成１９年

改正法附則第４条第２項において準用する場合を含む。以下この項において同

じ。）の規定によりその例によることとされる生活保護法第２４条第１項の保

護の開始若しくは同条第９項の保護の変更の申請の受理、その申請に係る事実

についての審査又はその申請に対する応答に関する事務 

⑶ 中国残留邦人等支援法第１４条第４項の規定によりその例によることとされ

る生活保護法第２５条第１項の職権による保護の開始又は同条第２項の職権に

よる保護の変更に関する事務 

⑷ 中国残留邦人等支援法第１４条第４項の規定によりその例によることとされ

る生活保護法第２６条の保護の停止又は廃止に関する事務 

⑸ 中国残留邦人等支援法第１４条第４項の規定によりその例によることとされ

る生活保護法第６３条の費用の返還に関する事務 

⑹ 中国残留邦人等支援法第１４条第４項の規定によりその例によることとされ

る生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項までの徴収金の徴
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収（同法第７８条の２第１項又は第２項の徴収金の徴収を含む。）に関する事

務 

２ 条例別表第２第１５項の規則で定める情報は、要支援者等に係る生活保護実施 

関係情報又は生活保護法第５５条の４第１項の就労自立給付金の支給に関する情

報とする。 

第１８条 条例別表第２第１６項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 介護保険法による被保険者に係る届出の受理、その届出に係る事実について

の審査又はその届出に対する応答に関する事務 

⑵ 介護保険法による被保険者証又は認定証に関する事務（前号及び次号に掲げ

るものを除く。） 

⑶ 介護保険法第１８条第１号の介護給付、同条第２号の予防給付又は同条第３

号の市町村特別給付の支給に関する事務 

⑷ 介護保険法第２７条第１項の要介護認定、同法第２８条第２項の要介護更新

認定若しくは同法第２９条第１項の要介護状態区分の変更の認定の申請の受

理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事

務 

⑸ 介護保険法第３２条第１項の要支援認定、同法第３３条第２項の要支援更新

認定若しくは同法第３３条の２第１項の要支援状態区分の変更の認定の申請の

受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する

事務 

⑹ 介護保険法第３７条第２項の介護給付等対象サービスの種類の指定の変更申

請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関

する事務 

⑺ 介護保険法第５０条の居宅介護サービス費等の額の特例若しくは同法第６０

条の介護予防サービス費等の額の特例の申請の受理、その申請に係る事実につ

いての審査又はその申請に対する応答に関する事務 

⑻ 介護保険法第６６条の保険料滞納者に係る支払方法の変更に関する事務 

⑼ 介護保険法第６７条又は第６８条の保険給付の支払いの一時差止めに関する

事務 

⑽ 介護保険法第６９条の保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特

- 56 -



 

例に関する事務 

⑾ 介護保険法第１２９条第１項の保険料の徴収又は同条第２項の保険料の賦課

に関する事務 

２ 条例別表第２第１６項の規則で定める情報は、前項の事務に係る申請を行う者 

に係る生活保護実施関係情報とする。 

第１９条 条例別表第２第１７項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下この項

において「障害者支援法」という。）第６条の自立支援給付の支給に関する事

務 

⑵ 障害者支援法第２４条第２項の支給決定の変更に関する事務 

⑶ 障害者支援法第５１条の９第２項の地域相談支援給付決定の変更に関する事

務 

⑷ 障害者支援法第５６条第２項の支給認定の変更に関する事務 

⑸ 障害者支援法第７７条又は第７８条の地域生活支援事業の実施に関する事務 

２ 条例別表第２第１７項の規則で定める情報は、前項の事務に係る申請を行う障 

害者若しくは当該障害者と同一の世帯に属する者又は当該申請に係る障害児の保

護者若しくは当該保護者と同一の世帯に属する者に係る生活保護実施関係情報と

する。 

第２０条 条例別表第２第１８項の規則で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

⑴ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１６条の資料の提供等

の求めに関する事務 

⑵ 子ども・子育て支援法第２０条第１項の支給認定若しくは同法第２３条第１

項の支給認定の変更の認定の申請の受理、その申請に係る事実についての審査

又はその申請に対する応答に関する事務 

⑶ 子ども・子育て支援法による支給認定証に関する事務 

⑷ 子ども・子育て支援法第２２条若しくは子ども・子育て支援法施行規則（平

成２６年内閣府令第４４号）第１５条第１項の届出の受理、その届出に係る事

実についての審査又はその届出に対する応答に関する事務 

⑸ 子ども・子育て支援法第２３条第４項の職権による支給認定の変更の認定に

関する事務 
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⑹ 子ども・子育て支援法第２４条第１項の支給認定の取消しに関する事務 

⑺ 子ども・子育て支援法第５９条の地域子ども・子育て支援事業に関する事務 

２ 条例別表第２第１８項の規則で定める情報は、前項の認定申請を行う者に係る 

生活保護実施関係情報とする。 

 （特定個人情報の提供に係る事務及び情報） 

第２１条 条例別表第３第１項の規則で定める事務は、学校保健安全法第２４条の 

援助の対象となる者の認定に関する事務とする。 

２ 条例別表第３第１項の規則で定める情報は、次に掲げる情報とする。 

⑴ 学校保健安全法第２４条の保護者又は当該保護者と同一の世帯に属する者

（以下この項において「保護者等」という。）に係る住民票に記載された住民

票関係情報 

⑵ 保護者等に係る道府県民税又は市町村民税に関する情報 

⑶ 保護者等に係る生活保護実施関係情報 

第２２条 条例別表第３第２項の規則で定める事務は、第２条第１項に掲げる事務 

とする。 

２ 条例別表第３第２項の規則で定める情報は、学校保健安全法第２４条の援助の 

対象となる者の認定に関する情報とする。 

   附 則 

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 
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甲府市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３４号 

   甲府市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市市税条例施行規則（昭和２５年８月規則第１５号）の一部を次のように改

正する。 

別表２６の項中「納期限延長申請書」を「災害等による期限の延長申請書」に改

め、同表２７の項中「納期限延長承認（申請却下）通知書」を「災害等による期限

の延長承認（不承認）通知書」に改め、同表３１の項を次のように改める。 

３１ 市民税・県民税特別徴収税額の

納期の特例に関する承認申請書 

法第３２１条の５の２ 

条例第３２条の６ 

別表３１の項の次に次の１項を加える。 

３１の２ 市民税・県民税特別徴収税額の

納期の特例の要件を欠いた場合

の届出書 

政令第４８条の９の１０ 

条例第３２条の７ 

「市民税               

県民税     」 

「固定資産税        

都市計画税     」 

書」に改め、同表３９の項及び４０の項を次のように改める。 

３９ 軽自動車税減免申請書 法第４５４条 

条例第６７条及び条例第６７条の

２ 

４０ 軽自動車税減免事由消滅申告書 法第４５４条 

条例第６７条及び条例第６７条の

２ 

減免申請書 を「市民税・県民税減免申請書」に改め、 別表３３の項中 

同表３５の項中 納税通知書 を「固定資産税・都市計画税納税通知 
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別表５１の項中「、条例第４０条、条例第４１条及び条例第４１条の２」を削  

る。 

別表に次のように加える。 

６０ 

 

６１ 

 

 

６２ 

 

６３ 

 

６４ 

 

６５ 

 

６６ 

 

被災住宅用地申告書（変更申告

書） 

区分所有に係る家屋の固定資産

税のあん分割合の補正方法に関

する申出書 

共用土地等に係る固定資産税額

のあん分申出書 

新築住宅等に係る固定資産税の

減額適用申告書 

特別土地保有税減免申請書 

 

特別土地保有税減免事由消滅申

告書 

市たばこ税納期限延長申請書 

 

法第３４９条の３の３ 

条例第５４条の３ 

条例第４５条の２ 

 

 

法第３５２条の２ 

条例第４５条の３ 

条例附則第５条の３ 

 

法第６０５条の２ 

条例第１６０条の２第２項 

法第６０５条の２ 

条例第１６０条の２第３項 

法第４７４条 

条例第７４条の４ 

第４号様式を次のように改める。 
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相 続 人 代 表 者 指 定 ( 変 更 ) 届 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

 甲府市長 

 

届

出

人 

（
相
続
人
代
表
者
） 

住(居)所又は 

所 在 地 電話番号（         ） 

氏名又は名称 ○印   
被相続人

との続柄 
 

法 人 番 号  
   

相 続 分  
            

 

 被相続人に係る徴収金の賦課徴収(滞納処分を除く。)及び還付に関する書類を受領す

る代表者として、次のとおり指定しましたので地方税法第 9 条の 2 第 1 項の規定により

届け出ます。 

被相続人 

死亡時の住(居)所  

氏名  

死亡年月日 年  月  日 

相

続

人 

氏名又は名称 被相続人 

との続柄 
住(居)所又は所在地 相続分 

法人番号 

○印  
   

    
            

○印  
   

    
            

○印  
   

    
            

摘 要  

 

第４号様式 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２３号様式（その２）を削り、同様式（その３）中「（その３）」を「（その

２）」に改め、同様式（その４）中「（その４）」を「（その３）」に改め、同様

式（その５）中「（その５）」を「（その４）」に改める。 

第２５号様式を次のように改める。 
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納税管理人申告書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

納税義務者 

住所又は所在地  

氏名又は名称 ○印   

個人番号又は 

法 人 番 号 
 

   

            

 

 次のとおり申告します。 

1 申 告 区 分 □設定   □変更   □廃止 

2 税 目 税        

3 納税通知書番号   

4 納 税 管 理 人 

新 

住所   

氏名   

旧 

住所   

氏名   

 

 上記のとおり承諾しました。 

 

        年  月  日 

 

新納税管理人 氏名            ○印  

 

 

第２５号様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２６号様式を次のように改める。 
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第２６号様式 

災 害 等 に よ る 期 限 の 延 長 申 請 書  

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 

申

請

者 
(

納

税

義

務

者

)
 

住(居)所又は 

所在地 
 

氏名又は名称 ○印   

個人番号又は 

法人番号 
 

   

            

 

 甲府市市税条例第10条の2第3項の規定により、次のとおり期限の延長を申請します。 

期限の延長を必要とする事項 

年度 税目 期別 税額 期限の種類 本来の期限 申請期限 

年度 税 期 円  年 月 日 年 月 日 

災害等やむを得ない理由が生じた日 年 月 日 

災害等やむを得ない理由が止んだ日 年 月 日 

延長を受けようとする理由 

 

 

 第２７号様式を次のように改める。 
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第２７号様式 

災害等による期限の延長承認(不承認)通知書 

発第    号  

年  月  日  

 

        様 

 

甲府市長        □印  

 

 

 甲府市市税条例第10条の2第5項の規定により、次のとおり決定したので通知します。 

 

決 定 区 分 □承認する   □承認しない 

納  税  者 

(特別徴収義務者) 

住 ( 居 ) 所

( 所 在 地 ) 
  

氏 名 

( 名 称 ) 
  

災 害 等 に よ る 期 限 の 延 長 

申 請 書 の 提 出 年 月 日 
年 月 日 

災 害 等 に よ る 期 限 の 延 長 

申 請 書 の 受 付 年 月 日 
年 月 日 

延 長 承 認 事 項 

年度 税目 期別 税額 期限の種類 

年度 税 期 円  

本 来 の 期 限 年  月  日 

延 長 し た 期 限 年  月  日 

承認しない理由  

 
  

第２８号様式及び第２９号様式中 

 

法人番号  

 

 

「 

」 

を 

- 64 -



 

 

法人番号              管理番号         

 

る。 

 第３１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 

」  

に改め 
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第３１号様式 

市民税・県民税特別徴収税額の納期の特例に関する承認申請書 

  年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

申
請
者
（
特
別
徴
収
義
務
者
） 

住(居)所 

(所在地) 

 

（電話         ） 

氏名 

(名称及び代表者氏名) 
○印   

法人番号 
    

            

指定番号  

地方税法第 321条の 5の 2第 1項の規定による特別徴収税額の納期の特例に関する承認

を受けたいので、甲府市市税条例第 32条の 6の規定により申請します。 

特例の適用を受け

ようとする税額 
年  月以降の市民税･県民税特別徴収税額 

最近 6か月間の月

別の給与の支払い

を受ける者の人数

及びその給与金額 

 
給与の支払を受ける者 臨時雇用者 

人数 給与の支払総額 人数 給与の支払総額 

年 月分     

年 月分     

年 月分     

年 月分     

年 月分     

年 月分     

本市徴収金の滞納又は最近における

著しい納付(納入)の遅延の事実があ

る場合において、それがやむを得ない

事由によるものであるときは、その事

由 

 

申請の日前 1 年以内に納期の特例の

承認を取り消されたことの有無及び

取消年月日 

有（  年  月  日承認取消） 

 無 

  

第３１号様式の次に次の１様式を加える。 
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第３１号様式の２ 

市民税・県民税特別徴収税額の納期の特例の要件を欠いた場合の届出書 

 

  年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

届
出
者(

特
別
徴
収
義
務
者) 

住(居)所 

(所在地) 

 

（電話         ） 

氏名 

(名称及び代表者氏名) 
○印   

法人番号 
    

            

指定番号  

承認を受けた市民税・県民税特別徴収税額の納期の特例について、次の理由により、

その要件を欠くこととなりましたので、甲府市市税条例第 32 条の 7の規定により届け

出ます。 

納期の特例の要件を欠くこ

ととなった理由 

 

その他の参考事項 

 

  

第３３号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

- 67 -



 

第３３号様式 

第３９号様式を次のように改める。 

市民税・県民税減免申請書 

 

年  月  日 

 

（あて先） 

甲府市長 

 

申
請
者(

納
税
義
務
者)

 

住(居)所 

（電話         ） 

氏 名 ○印   

 次のとおり減免を受けたいので、甲府市市税条例第 33 条第 2 項の規定により申請し

ます。 

申 請 す る 

市 ・ 県 民 税 

年 度 納 期 の 別 税 額 納税通知書番号 

年度 期分 円  

申 請 理 由  

備 考  
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第３９号様式（その１） 

軽自動車税減免申請書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長  

 

申

請

者 
(

納

税

義

務

者

) 

住 所 又 は 所 在 地 
 

（電話         ） 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

個人番号又は法人番号 
    

            

 次の軽自動車等について、平成  年度の軽自動車税の減免を受けたいので、甲府市市

税条例第６７条第２項の規定により申請します。 

車 両 番 号 又 は 標 識 番 号  種別  

車 台 番 号  用途  

総 排 気 量 又 は 定 格 出 力  形状  

主  た  る  定  置  場  

減免を受けようとする税額  

減免を受けようとする事由  

減免を受けようとする事由を

証 明 す る も の 
 

添 付 書 類  
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第３９号様式（その２） 

軽自動車税減免申請書 

年  月  日  

（あて先）                           

甲府市長 

申

請

者 

（
納
税
義
務
者
） 

住 所 
 

（電話         ） 

氏 名 ○印   

個 人 番 号 
   身体障がい者

等 と の 関 係 

 

            

 次の軽自動車等について、平成  年度の軽自動車税の減免を受けたいので、甲府市市

税条例第６７条の２第 項の規定により申請します。 

軽
自
動
車
等 

車 両 番 号  種 別  

主 た る 

定 置 場 
 

用 途 及 び 

使 用 目 的 
 

身

体

障

が

い

者

等 

住 所  

氏 名  
生 年 月 日 

及 び 年 齢 

年 月 日  

  歳  

手 帳 の 

番 号 
 交 付 年 月 日  

障 害 名  障 害 の 程 度  

運

転

者 

住 所  

氏 名  
身体障がい者

等 と の 関 係 
 

免

許

証 

番 号  
交 付 年 月 日 年 月 日  

有 効 期 限 年 月 日  

種 類  条 件  

減免を受けようと

す る 税 額 
円 

添 付 書 類  

 
 

第４０号様式を次のように改める。 
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第４０号様式 

軽自動車税減免事由消滅申告書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長  

 

申

告

者 

（

納

税

義

務

者

） 

住 所 又 は 所 在 地 
 

（電話         ） 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

個人番号又は法人番号 
    

            

 軽自動車税の減免について、減免事由が消滅したため、甲府市市税条例第６７条第３

項・第６７条の２第４項の規定により申告します。 

車 両 番 号 又 は 標 識 番 号  種別  

主  た  る  定  置  場  

減 免 事 由 消 滅 日  

減 免 事 由 消 滅 理 由  

添 付 書 類  

  

第４５号様式を次のように改める。 
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第４５号様式 

鉱 産 税 納 付 申 告 書 

 

年  月  日  

 

（あて先)  

 甲府市長 

 

納税義務者 

住所又は所在地  

氏名又は名称 ○印   

個人番号又は 

法 人 番 号 
 

   

            

 

 甲府市市税条例第89条の規定により次のとおり鉱産税の納付について申告します。 

営業種類   称 号  

事業所所在地

及 び 名 称 
 

こ の 申 告 に 応 答 す る 係

及 び 氏 名 並 び に 電 話 番 号 
 

税 額 

課 税 標 準 額 税 率 税 額 

  
100

1
 円 

月分   鉱 産 物 価 格 明 細 書 

鉱 産 物 産 出 量 単 価 産 出 価 格 税 額 

         

         

         

         

         

計        

参考事項 

 

 

備考 

１ 申告書の事業所所在地及び名称欄には、この申告書を提出する市内の作業場を管轄

する事業所について記入すること。 

２ 納税義務者が法人である場合には、地方税法第523条の規定により申告書の納税義

務者氏名印欄には、法人の代表者及び経理に関する事務の上席の責任者である者が自

署し、かつ、自己の印を押さなければなりません。 
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第４７号様式中 

 

を 

 

に改める。 

第４７号様式の２中「第４７号の２様式」を「第４７号様式の２」に、 

 

を 

 

に改める。 

「 

「 

」 

」 

「 

」 

「 

」 

申告者住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 申告者氏名(法人にあっては、名称及び代表者名) 

 

○印   

 

 電話 

 

申告者住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 

 

 

 

電話 

申告者氏名(法人にあっては、名称及び代表者名) 

 

○印   

 

個人番号又は 

法 人 番 号 

    

            

 

申告者住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 申告者氏名(法人にあっては、名称及び代表者名) 

 

 

○印   

 

 

 

 電話 

(ふ り が な)   

届 出 者 氏 名 

  

 

申告者住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 

 

 

電話 

申告者氏名(法人にあっては、名称及び代表者名) 

 

 

○印   

 

  (ふ り が な)   

届 出 者 氏 名 
  個人番号又は

法 人 番 号 

  
    

            

 

- 73 -



 

管理番号  法人番号              
           

 

 

第４９号様式中                 を 

  

 

                           に改める。 

 

第５１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 

」 

法人番号 
 

 

「 

」 
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第５１号様式 

第５３号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

固定資産税非課税申告書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 
申
告
者
（
所
有
者
） 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

（電話       ） 

氏名又は名称 ○印   

個人番号又は 

法 人 番 号 

    

            

次の固定資産について、地方税法348条第  項第  号の規定により非課税の適用を受け

たいので、甲府市市税条例第39条の規定により関係書類を添えて申告します。 

土 

地 

所 在 地 地 目 地 積 用 途 

  
m2 

 

家 
屋 

所 在 地 家屋番号 種 類 構 造 

    

床 面 積 用 途 

1階 

 

m2 

1階以外 

 

m2 

合計 

 

m2 

 

償
却
資
産 

資産の所在  

資産の種類 資産番号 資産名称 数量 取得年月 用 途 
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第５３号様式 

第５５号様式を次のように改める。 

 

 

固定資産税非課税事由消滅申告書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 
申
告
者
（
所
有
者
） 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

（電話       ） 

氏名又は名称 ○印   

法 人 番 号 
    

            

次の固定資産について非課税の適用を受けていましたが、その事由が消滅しましたので、甲

府市市税条例第42条の規定により申告します。 

土 

地 

所 在 地 地 目 地 積 

  

m2 

家 

屋 

所 在 地 家屋番号 床 面 積 

  

m2 

償
却
資
産 

資産の所在 資産名称 数 量 

   

非課税事由 

消滅日 
年  月  日 

非課税事由 

消滅理由 
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第５５号様式 

第５７号様式を次のように改める。 

 

 

固定資産税減免申請書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 申

請

者 

（
納
税
義
務
者
） 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

（電話       ） 

氏名又は名称 ○印   

個人番号又は 

法 人 番 号 

    

            

次のとおり、固定資産税の減免を受けたいので、甲府市市税条例第52条第2項の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

土 

地 

所 在 地 地 目 地 積 価 格 

  
m2 円 

家 

屋 

所 在 地 家屋番号 種 類 構 造 

    

床 面 積 価 格 

1階 

 

m2 

1階以外 

 

m2 

合計 

 

m2 円 

償
却
資
産 

資産の所在  

資産の種類 資産番号 資産名称 数量 取得年月 取得価格 

     
円 

申請事由  
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第５７号様式 

第５９号様式中 

 

 

固定資産税減免事由消滅申告書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 申

告

者 

（
納
税
義
務
者
） 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

（電話       ） 

氏名又は名称 ○印   

法 人 番 号 
    

            

固定資産税の減免について、減免事由が消滅しましたので、甲府市市税条例第52条第3項の

規定により申告します。 

土 

地 

所 在 地 地 目 地 積 

  

m2 

家 

屋 

所 在 地 家屋番号 床 面 積 

  

m2 

償
却
資
産 

資産の所在 資産名称 数 量 

   

減免事由消滅日 年  月  日 

減免事由消滅理由  
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所

有

者 

住 所 

電話番号(    )    ―          

氏 名

又は

名 称 

印   

 

申

告

者 

(

土

地

所

有

者

) 

住  所 又 は 所 在 地 
電話番号(          ) 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

個人番号又は法人番号  
   

            

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改める。 

第５９号様式の次に次の７様式を加える。 

「 

」 

「 

」 

を 

に 
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被
災

住
宅

用
地

申
告

書
(
変

更
申

告
書

)
 

申 告 者 

（ 土 地 所 有 者 ） 

住
所
又
は
所
在
地
 

電
話
番
号
( 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
) 

 
(
あ
て
先
) 

甲
府

市
長
 

 
 

甲
府

市
市

税
条

例
第

5
4
条

の
3
(
被

災
住

宅
用

地
の

申

告
)
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
申
告
し
ま
す
。
 

年
 
 
月
 
 
日
 

 

氏
名
又
は
名
称
 

○印
 
 
 

個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

土
地
 

家
屋
 

住
宅

用
地
 

所
在
地
 

地
積
(
m
2 )
 

所
有

者
 

家
屋
番
号
 

構
造
 
種
類
 
用
途
 

1
階
床
面
積
 

合
計
床

面
積
 

居
宅
部
分

の
床
面
積
 

 
居
宅
の
用
に

供
し
た
年
月
日

 
変
更
前
 

 
 

 

 
 

木
造
 

 
非
木
造

 
 

専
住
 

併
用
 

そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

・
 
・
 

住
宅
用
地
 単
筆
 

筆
画
地
 

％
 
  

戸
 

 
 

木
造
 

 
非
木
造

 
 

専
住
 

併
用
 

そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

・
 
・
 

 
 

木
造
 

 
非
木
造

 
 

専
住
 

併
用
 

そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

・
 
・
 

変
更
後
 

 
 

木
造
 

 
非
木
造

 
 

専
住
 

併
用
 

そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

・
 
・
 

住
宅
用
地
 単
筆
 

筆
画
地
 

％
 
  

戸
 

 
 

木
造
 

 
非
木
造

 
 

専
住
 

併
用
 

そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

・
 
・
 

 
 

木
造
 

 
非
木
造

 
 

専
住
 

併
用
 

そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

・
 
・
 

災
害
発
生
年
月
日
 

年
 
 
 
月
  

 
日
  

災
害
の
種
類
 

□
震
災
 
 
 

□
風
水
害

 
 
 

□
火
災
 
 
 

□
そ
の
他

 

当
該
土
地
を
住
宅
用
地
と
し
て
使

用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
理
由

 

□
が
れ
き
等
の
処
理
で
物
理
的
に
使
用
で
き
な
い
 

□
権
利
関
係
の
調
整
に
時
間
が
か
か
る
 

□
復
旧
工
事
用
の
資
材
置
場
と
し
て
当
該
土
地
を
提
供
し
て
い
る
た
め
、
使
用
で
き
な
い
 

□
経
済
的
事
情
に
よ
り
、
住
宅
再
建
ま
で
時
間
が
必
要
で
あ
る
 

□
そ
の
他
 

添
 
付
 

資
 
料
 

□
り
災
証
明
 

□
そ
の
他
 

第６０号様式 
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第６１号様式 

 

区分所有に係る家屋の固定資産税のあん分割合の補正方法に関する申出書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長  

 

代表者 

住所又は所在地 
 

電話番号（       ） 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

個 人 番 号 又 は 

法 人 番 号 
 

   

            

区分所有に係る家屋に対する固定資産税のあん分割合の補正方法について、次のとおり区

分所有者全員が協議して定めましたので、甲府市市税条例第45条の2の規定により、区分所

有者全員の協議に基づくものである旨を証する書類を添えて申し出ます。 

家屋の所在地 
 

家
屋
の
明
細 

家屋番号 
 

種類  構造  

床面積 
㎡ 

用途  

区分所有者の住所、氏名及び各区分所有者の家屋

の区分所有者全員の共有に属する共有部分に係

る建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法

律第６９号）第１４条第１項から第３項までの規

定による割合 

別紙のとおり 

補正の方法 
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別紙  

 

区分所有者  
建物の区分所有等に

関する法律第１ ４ 条

第 １ 項 か ら 第 ３ 項

ま で の 規 定 に よ る

割合  

備考  
住所  

（所在地）  

氏名  

（名称）  

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
 

  

／ 
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第６２号様式 

 

共用土地等に係る固定資産税額のあん分申出書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長  

 

代表者 

住所又は所在地 
 

電話番号（       ） 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

個 人 番 号 又 は 

法 人 番 号 
 

   

            

 

地方税法第352条の2第  項の規定により、共用土地等に係る固定資産税について、次のと

おりあん分割合を共用土地等の納税義務者全員で合意して定めましたので、甲府市市税条例第

45条の3第 項の規定により、共用土地等に係る納税義務者全員の合意に基づくものである証

拠書類を添えて申し出ます。 

共用土地等 

の所在地 

地 番 
 

地 積 
㎡ 

地目  用途  

区分所有家

屋の所在地 

地 番  

家屋番号  種類  構造  

床面積 
㎡ 

用途    

災害等の発生した日時 年   月   日 午前・午後    時 

震災等の詳細 
 

共用土地等の納税義務者の住所、氏名、共用土地等

に係る持分の割合及び固定資産税のあん分割合 
別紙のとおり 

固定資産税額あん分割合の算出方法 
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別紙  

共用土地等納税義務者  建 物 の 区 分 所 有

等 に 関 す る 法 律

第 1 4条 の 規 定 に

よる割合  

共用土地等

に係る持分

の割合  

固定資産

税額のあ

ん分割合  

備考  
住  所  

（所在地）  

氏  名  

（名  称） 
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第６３号様式 

 

 

 

 

新築住宅等に係る固定資産税の減額適用申告書 

 

年   月   日  

 

（あて先） 

 甲府市長  

 

 申
告
者
（
納
税
義
務
者
） 

住所又は所在地 

電話番号(        ) 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

個 人 番 号 又 は 

法 人 番 号 

    

            

 

甲府市市税条例附則第5条の3第 項の規定により、次のとおり申告します。 

 

家屋の所在地 
 

家 屋 番 号  登 記 年 月 日 年  月  日 

建 築 年 月 日 年  月  日 
居 住 の 用 に 

供した年月日 
年  月  日 

種 類  

構 造     階建 

居 住 部 分 

床 面 積 ㎡ 

そ の 他 の 

床 面 積 ㎡ 
合計床面積 

㎡ 
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第６４号様式 

 

特別土地保有税減免申請書 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 申

請

者 

（
納
税
義
務
者
） 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

（電話       ） 

氏名又は名称 ○印   

法 人 番 号 
    

            

次のとおり、特別土地保有税の減免を受けたいので、甲府市市税条例第160条の2第2項の

規定により、関係書類を添えて申請します。 

所 在 地 地 目 地 積 取得年月日 

  
m2 年  月  日 

取得価額 税 額 

 

円  円  

所 在 地 地 目 地 積 取得年月日 

  
m2 年  月  日 

取得価額 税 額 

 

円  円  

所 在 地 地 目 地 積 取得年月日 

  
m2 年  月  日 

取得価額 税 額 

 

円  円  

申請事由  
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第６５号様式 

特別土地保有税減免事由消滅申告書 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

 申

告

者 

（
納
税
義
務
者
） 

住 所 又 は 

所 在 地 
 

（電話       ） 

氏名又は名称 ○印   

法 人 番 号 
    

            

特別土地保有税の減免について、減免事由が消滅しましたので、甲府市市税条例第160条

の2第3項の規定により申告します。 

所 在 地 地 目 地 積 取得年月日 

  
m2 年  月  日 

取得価額 税 額 

 

円  円  

所 在 地 地 目 地 積 取得年月日 

  
m2 年  月  日 

取得価額 税 額 

 

円  円  

所 在 地 地 目 地 積 取得年月日 

  
m2 年  月  日 

取得価額 税 額 

 

円  円  

減免事由消滅日 年  月  日 

減免事由消滅理由  
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第６６号様式 

附 則 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の書式による用紙は、当 

 

市たばこ税納期限延長申請書 

 

 

年  月  日  

 

（あて先） 

甲府市長 

 

住 所 又 は 所 在 地 
 

（電話         ） 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

法 人 番 号 
    

            

代 表 者 氏 名 
 

経 理 責 任 者 氏 名 
 

 甲府市市税条例第７４条の４の規定により、次のとおり市たばこ税の納期限の延長を

受けたいので、別紙証明書類を添えて申請します。 

年度   月分 

申 告 書 の 

提 出 年 月 日 
年   月   日     

納付すべき金額 円     

延 長 を 受 け よ う と す る 税 額 円     

延 長 を 受 け よ う と す る 期 限 年   月   日     

延長を必要とする理由 
 

提供する担保の種類 
 

 

受付印 
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分の間、所要の調整をして使用することができる。 

３ この規則による改正後の第４５号様式又は第４７号様式は、それぞれこの規則 

の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する課税期間に係る鉱産税又

は入湯税について適用し、施行日前に開始した課税期間に係る鉱産税又は入湯税

については、なお従前の例による。 
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障害児福祉手当及び特別障害者手当等の支給に関する事務取扱規則等の一部を改

正する規則をここに公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３５号 

   障害児福祉手当及び特別障害者手当等の支給に関する事務取扱規則等の一部

を改正する規則 

 （障害児福祉手当及び特別障害者手当等の支給に関する事務取扱規則の一部改 

正） 

第１条 障害児福祉手当及び特別障害者手当等の支給に関する事務取扱規則（昭和 

６１年３月規則第１２号）の一部を次のように改正する。 

           「 

  第２号様式（表）中                         を 

                                   」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                    を 

                                   」 

 「 

                                    に 

                                   」 

改める。 

  第２号様式の２（表）中 

 

整  
理  
番  
号  

 

 

 

 

整理番号  

個人番号 
 

 

 

配 偶 者     

扶養義務者 
     （  ） 

同 居 

（続柄） 別 居 

 

配 偶 者  個人番号   

扶養義務者 
   （   ） 個人番号 

 同 居 

（続 柄）  別 居 
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 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                    を 

                                   」 

 「 

                                    に 

                                   」 

改める。 

  第２号様式の３（表）中 

 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                    を 

                                   」 

 「 

                                    に 

                                   」 

改める。 

（甲府市児童福祉法施行細則の一部改正） 

第２条 甲府市児童福祉法施行細則（平成１５年３月規則第１７号）の一部を次の 

ように改正する。 

整  
理  
番  
号 

 

 

 

 

整理番号  

個人番号 
 

 

 

配 偶 者     

扶養義務者 
     （  ） 

同 居 

（続柄） 別 居 

 

配 偶 者  個人番号   

扶養義務者 
   （   ） 個人番号 

 同 居 

（続 柄）  別 居 

 

整  
理  
番  
号 

 

 

 

 

整理番号  

個人番号 
 

 

 

配 偶 者     

扶養義務者 
     （  ） 

同 居 

（続柄） 別 居 

 

配 偶 者  個人番号   

扶養義務者 
   （   ） 個人番号 

 同 居 

（続 柄）  別 居 
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 第１号様式（表面）中 

 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                                    」 

 第７号様式中 

 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                                    」 

         「 

  第１０号様式中                          を 

                                   」 

 

フリガナ  

氏  名 
 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

支給申請に係る  
障 害 児 氏 名  

 

フリガナ  

支給申請に係る  
障 害 児 氏 名 個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

通 所 給 付 決 定  
保 護 者 氏 名  

 

フリガナ  

氏名 
 

 

 

フリガナ  

氏名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

通所給付決定に  
係る障害児氏名  

 

フリガナ  

通所給付決定に  
係る障害児氏名 個 人 番 号 ：  
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 「 

                            に、 

                           」 

 「 

                            を 

                           」 

 「 

                            に改める。 

                           」 

  第１２号様式中 

 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                               」 

  第１４号様式中 

 「 

                                 

                                     を 

  

                               」 

  

  

フリガナ  

通 所 給 付 決 定  
保 護 者 氏 名 個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

通所給付決定に  
係る障害児氏名  

 

フリガナ  

通所給付決定に  
係る障害児氏名 個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

氏名 
 

 

 

フリガナ  

氏名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

通所給付決定に  
係る障害児氏名  

 

フリガナ  

通所給付決定に  
係る障害児氏名 個 人 番 号 ：  

 

通所給付決定保護者氏名 
  
  

通所給付決定に係る障害児氏名 
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 「 

                                 

                                     に改める。 

  

                               」 

  第１６号様式中 

 「 

  

  

                               」 

 「 

  

  

                               」 

「              「 

  

  

  

               を               に改める。 

  

  

  

              」              」」 

  第２５号様式中 

 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に改める。 

                         」 

通所給付決定保護者氏名 
  
個 人 番 号 ：   

通所給付決定に係る障害児氏名 
  
個 人 番 号 ：   

 

フリガナ  

申請者氏名 
                 印 

（ 通 所 給 付 決 定 

保 護 者 等 氏 名 ）  

 

を 

フリガナ  

申請者氏名 
                 印 

（ 通 所 給 付 決 定 

保 護 者 等 氏 名 ） 個 人 番 号 ：  

 

に 、 

同

一

世

帯

に

属

す

る

他

の 

給

付

決

定

障

害

者

等 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同

一

世

帯

に

属

す

る

他

の 

給

付

決

定

障

害

者

等 

氏名 

 

 

個人番号：  

 

 

個人番号：  

 

 

個人番号：  

 

フリガナ  

氏  名 
 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

個 人 番 号 ：  
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 （甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則 

の一部改正） 

第３条 甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行 

細則（平成１８年９月規則第６９号）の一部を次のように改正する。 

            「 

  第１号様式（表面）中                        を 

                                   」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                                    」 

         「 

  第１２号様式中                         を 

                                 」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                                    」 

  第１３号様式中 

 

フリガナ  

氏   名 
 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

支給申請に係る  
障 害 児 氏 名  

 

フリガナ  

支給申請に係る  
障 害 児 氏 名 個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

氏  名 
 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フ リ ガ ナ  

支給決定に係る  
障 害 児 氏 名  

 

フ リ ガ ナ  

支給決定に係る  
障 害 児 氏 名 個 人 番 号 ：  
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 「 

                          を 

                         」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                                    」 

         「 

  第１４号様式中                        を 

                                 」 

 「 

                          に、 

                         」 

 「 

                                を 

                                    」 

 「 

                                に改める。 

                                    」 

  第１５号様式の２中 

 「 

                          を 

                         」 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

支給決定に係る  
障害児氏名  

 

フリガナ  

支給決定に係る  

障害児氏名 個 人 番 号 ：  

 

フリガナ  

氏  名 
 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

 

 

フリガナ  

氏  名 
 

個 人 番 号 ：  

 

フ リ ガ ナ  

支給決定に係る  
障害児氏名  

 

フ リ ガ ナ  

支給決定に係る  
障害児氏名 個 人 番 号 ：  

 

氏 名（児童の場合は児童氏名） 
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 「 

                          に改める。 

                         」 

  第１６号様式中 

 「 

  

  

                               」 

 「 

  

  

                               」 

「              「 

  

  

  

               を               に改める。 

  

  

  

              」              」」 

  第１８号様式中 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名（児童の場合は児童氏名） 
  
個 人 番 号 ：  

 

フ リ ガ ナ  

申 請 者 氏 名 

 

                 印 

 

 

を 

フ リ ガ ナ  

申 請 者 氏 名 

 

                 印 

個 人 番 号 ：  

 

に 、  

同
一
世
帯
に
属
す
る
他
の
給
付

決
定
障
害
者
等 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同
一
世
帯
に
属
す
る
他
の 

支
給
決
定
障
害
者
等 

氏  名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同
一
世
帯
に
属
す
る
他
の 

支
給
決
定
障
害
者
等 

氏  名 

 

 

個 人 番 号 ：  

 

 

個 人 番 号 ：  

 

 

個 人 番 号 ：  
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 「 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  

 「 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

フ リ ガ ナ        

電 話 番 号 

   

受 診 者 住 所        
   

   

フ リ ガ ナ        
受診者との
関係 

   

保 護 者 氏 名  
         

         

フ リ ガ ナ        
電話番号 

※２ 

   

保 護 者 住 所  

※ ２  

         

         

受 診 者 の 被 保  

険 者 証 の 記 号  

及 び 番 号 

    
保 険 者
名 

 
     

受 診 者 と 同 一  

保 険 の 加 入 者  

            

 

を  

フ リ ガ ナ        

電 話 番 号 

   

受 診 者 住 所        
   

   

個 人 番 号  
            

フ リ ガ ナ        
受診者との
関係 

   

保 護 者 氏 名  
         

         

フ リ ガ ナ        
電話番号 

※２ 

   

保 護 者 住 所  

※ ２  

         

         

保護者個人番号 
            

受 診 者 の 被

保 険 者 証 の

記 号 及 び 番

号  

    

保険者名 

     

受 診 者 と 同 一  

保 険 の 加 入 者  

            

受 診 者 と 同

一 保 険 の 加

入 者 個 人 番

号  

            

 

に  

」  

」  
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を  

に  

」  

 改める。 

  第２１号様式中 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   」 

「 

 
受

診

者 
フ リ ガ ナ   性 別  生年月日 

氏 名   男 ・ 女  年  月  日 

フ リ ガ ナ   

住 所   

個 人 番 号             

保 護 者 ( 受 診 者 が

18 歳 未 満 の 場 合 に

記 入 す る 。 )  

フ リ ガ ナ     続 柄  

氏   名      

フ リ ガ ナ    

住   所    

個 人 番 号              

                                                       

改める。 

 

受

診

者 

フ リ ガ ナ   性 別   生 年 月 日 

氏 名   男 ・ 女   年  月  日 

フ リ ガ ナ   

住 所 
  

保 護 者 ( 受 診 者 が

18 歳 未 満 の 場 合 に

記 入 す る 。 )  

フ リ ガ ナ     続 柄  

氏   名  
    

フ リ ガ ナ    

住   所  
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第２２号様式中 

「 

                                     

                                     

                                    」 

 「 

  

  

                                     

                                    」 

 改める。 

  第２８号様式中 

「 

                                     

 

                                    」 

 「 

                                     

  

                                    」 

 改める。 

   附 則 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の書式による用紙は、当 

分の間、所要の調整をして使用することができる。 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ       

電 話 番 号 

   

住 所       
   

   

 

を  

フ リ ガ ナ       

電 話 番 号 

   

住 所       
   

   

個 人 番 号             

 

に  

住 所       

      

      

 

を  

住 所             

個 人 番 号 
            

 

に  
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 甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第３６号 

   甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市国民健康保険条例施行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）の一部を次

のように改正する。 

 第１４条の５第 1 項中「甲府市国民健康保険移送費支給申請書（第１号様式の 

７）」を「甲府市国民健康保険療養費支給申請書」に改める。 

第１４条の６第 1 項中「甲府市国民健康保険限度額適用・標準負担額減額認定申

「          限  度  額  適  用 

請書（第１号様式の９）」を 甲府市国民健康保険 標 準 負 担 額 減 額 

限度額適用・標準負担額減額 

 

認定申請書 に改める。 

     」 

 第１４条の９の次に次の２条を加える。 

 （特定疾病の認定申請） 

第１４条の１０ 省令第２７条の１３第１項の規定による申請は、甲府市国民健康 

保険特定疾病認定申請書（第１号様式の１６）によってしなければならない。 

 （基準収入額適用申請） 

第１４条の１１ 省令第２４条の３の規定による申請は、甲府市国民健康保険基準 

収入額適用申請書（第１号様式の１７）によってしなければならない。 

 第１号様式を次のように改める。 
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第１号様式（第１４条の２、第１４条の６関係） 

 

第１号様式（第１４条の２、第１４条の６関係）

　

　 甲府市国民健康保険

甲 府 市 長

住 所 〒

丁目 番 号

町 番地

　

認定・却下決定　　　       　　　年　　　月　　　日

限 度 額 適 用

標 準 負 担 額 減 額

限度額適用・標準負担額減額

　認定申請書

(あて先) 　　　 年　　月　　日

(世帯主)

甲府市

収　納 交 付 方 法

フリガナ

電  話  番  号

被保険者証
記号・番号

  　   　― 区分 一般・退本・退扶 長期入院 該当・非該当

(　男・女　)
個　人　番　号

氏  　　    名

限度額適用
・減額対象者

世帯主との
続柄

        　    　年　　　月　　　日生( 男・女 )

氏　　　　　名

個　人　番　号

フリガナ

申請日の前1年間の入院期間(日数) 入院をした保険医療機関等

①
　　年　　月　　日から

　日間
所在地

　　年　　月　　日まで 名称

③
　　年　　月　　日から

　日間
所在地

　　年　　月　　日まで 名称

②
　　年　　月　　日から

　日間
所在地

　　年　　月　　日まで 名称

⑤
　　年　　月　　日から

　日間
所在地

　　年　　月　　日まで 名称

④
　　年　　月　　日から

　日間
所在地

　　年　　月　　日まで 名称

来庁者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　（対象者との続柄　　　　）

　　年　　月　　日 決定欄

長期該当年月日 　　年　　月　　日

却下

ア・イ・ウ・
エ・オ
Ⅰ・Ⅱ

限度額適用
標準負担額減額
限度額適用・標準負担額減額

処理欄 市民税確認欄
認定

発行年月日
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 第１号様式の３を次のように改める。 

第１号様式の３（第１４条の３関係） 

 

（あて先）

甲府市長

円

　　　　　　年　　　　月　　　日

決　定　欄

第１号様式の３（第１４条の３関係）

電話番号

個人番号

一般・退本・退扶

（世帯主）

長期　入
院

住　　所

氏 　 名

口 座 振 込 依 頼 書

担当

甲府市国民健康保険食事療養・生活療養標準負担額差額支給申請書

甲府市

 フ リ ガ ナ

個人番号

該当・非該当

フリガナ

月 日生（男 ・ 女）

世帯主
との

続　柄

収納

発 行 年 月 日

                                        ㊞

区分

長期該当年月日

支店名金融機関名

所在地

減　額
対象者

口座番号

減額認定証の交付申請又は提出ができなかった理由

生年月日

    　　年　　月　　日

(　　日間）

1　普通

減額認定証の交付を受けている者

入 院 期 間 （日数）

氏名

処理欄 支　給

不支給

信用金庫

信用組合

農協

年

円（＠　　　　　　円×　　　　　食 ）

銀行

名　称

 　　年　　　月　 　日から

   　年　　　月　 　日まで

食事療養標準負担額差額　　支給・不支給　決定

    　　　年　　月　　日

食事療養を受けた保険医療機関等

入院期間に受けた食事療養に対して支払った額（標準負担額）

被保険者証
記号・番号

2　当座

      　年　　月　　日

世帯主口座名
（カタカナ）

種別

  

- 103 -



 

 第１号様式の５を次のように改める。 

第１号様式の５（第１４条の４、第１４条の５関係） 

 

1 9 0 0 1 7

〒

男 女

所在地

名称

百万 十万 万 千 百 十 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世帯主氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

支　店　名

1普通　　２当座
口座
種別

銀　　行・農　　協
信用金庫・信用組合

　次の口座にお振り込み下さい。

傷　病　名

療養に要した費用

振
込
先

金
融
機

関

（右詰前０）

口座番号

支店コード

フ　リ　ガ　ナ

口座名義人

銀行コード

銀　行　名

          　   年　月　日　生生年月日

発 病 又 は 負 傷 の 原 因

診療薬剤の支給又は手当を受
けた病院・診療所・薬局等

療養費の支給申請をした理由

1　旅行中発病し、被保険者証を所持していなかった。

2　旅行中発病し被保険者証を提出したが保険診療をしてもらえなかった。

3　遠隔地の被保険者証を提出したが保険診療をしてもらえなかった。

4　保険診療していない病院・診療所等での診療を必要とした。

5　医師の診断により（治療用装具・生血・移送）を必要とした。

6　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

診療調剤又は手当に従事した医師、

歯科医師、薬剤師その他の者の氏名

発病負傷
年 月 日

療養期間
(調剤・施術)

療養を受けた

被保険者氏名

個人番号

世帯番号

負傷原因確認 収納状況 受　付

甲府市国民健康保険療養費支給申請書
保　　険　　者　　番　　号

加入制度 本家入外区分 決定額

連合会確認欄

公費負担 福 障

支給申請書受理番号：

9高７入 一部負担額

4退職 2本外 4六外 6家外 8高一外 0高７外 支給額

1国保 1本入 3六入 5家入 7高一入

（あて先）甲府市長　　　　

上記のとおり療養に要した費用に関する証拠書類を添えて申請します。　　　　　　　年　　　月　　　日　　　

申請内訳  0101一般　0103歯科　0104調剤　02補装具　03柔整　04マッサージ　05はり・きゅう　06生血　07移送

受診者宛名番号

申

請

者

（

世

帯

主
）

被保険者番号 　　　　　　　　－

個人番号　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名

電話
（連絡先）

性　　別
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 第１号様式の７を次のように改める。 

第１号様式の７ 削除 

 第１号様式の９を次のように改める。 

第１号様式の９ 削除 
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 第１号様式の１１を次のように改める。 

第１号様式の１１（第１４条の７関係） 

収 納 台 帳 

  

         甲府市国民健康保険高額療養費支給申請書          

                         (   年   月診療分 )  

       1             2  

受 診 者 氏 名  

生 年 月 日  
 

    年  月  日 生     年  月  日 生 

資 格 区 分  一 般   退 本   退 共  一 般   退 本   退 共  

医 療 機 関 名  
  

傷 病 名    

療 養 区 分  入 院  外 来  調 剤  歯 科  入 院  外 来  調 剤  歯 科  

療 養 期 間  月  日 か ら  日 ま で  日 間  月  日 か ら  日 ま で  日 間  

一 部 負 担 金 額           円           円  

 
       3             4  

受 診 者 氏 名  

生 年 月 日  

 

    年  月  日 生     年  月  日 生 

資 格 区 分  一 般   退 本   退 共  一 般   退 本   退 共  

医 療 機 関 名  
  

傷 病 名    

療 養 区 分  入 院  外 来  調 剤  歯 科  入 院  外 来  調 剤  歯 科  

療 養 期 間  月  日 か ら  日 ま で  日 間  月  日 か ら  日 ま で  日 間  

一 部 負 担 金 額           円           円  

     口 座 振 込 依 頼 書       

金 融機関 名 支 店 名 種 別  口 座 番 号     世帯主口座名 

  

 

  

 

1 普 通  

2 預 金  

  

 

（カタカナ） 

 

金融機関コ

ード 
   

 上記のとおり申請します。 

    年   月   日 

  ( あて先 ) 甲府市長     〒  -  

 
住 所                   

世帯主氏名               ㊞ 

             電話番号     （     ）         

市

処

理

欄 

総 医 療 費    円  高 額 療 養 費     円 多 数 該 当  

一部負担金    円  既 支 給 済 額     円 支 払 方 法  

自己負担金    円  差 引 支 給 額     円 受 付  

区 分 ア  イ  ウ  エ  オ Ａ Ｂ Ｃ Ⅳ  Ⅲ  Ⅱ  Ⅰ 

記 号 番 号      -  世 帯番号  

申請者個人番号  受診者個人番号  
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                 「氏名 

「氏名     申請者個人番号 

電話番号」  受診者個人番号 

電話番号   」 

 第１号様式の１５の次に次の２様式を加える。 

第１号様式の１６（第１４条の１０関係） 

          甲府市国民健康保険特定疾病認定申請書          

 

   年  月  日 

（あて先） 

 甲府市長 

住  所  甲府市     丁目   番   号 

                           町    番地 

             氏  名 

             個人番号 

             電話番号 

 

被保険者証 

の記号番号 

 

認定を受けようと

する被保険者の氏

名等 

氏名 

 

個人番号 

生年月日 

 
 

  年  月  日 

病   名 

１  慢性腎不全（人工透析治療を要する） 

２  血友病 

３  血液凝固因子製剤に起因する HIV 感染症 

 

※該当する病名番号に○をつけてください。 

 

※ 添付書類   特定疾病認定に係る医師の意見書等 

を に改める。 第１号様式の１３中 
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第１号様式の１７（第１４条の１１関係） 

         甲府市国民健康保険基準収入額適用申請書          

                            年    月    日 

フ リ ガ ナ  

世帯主氏名 
個人番号 

  
被保険者証

の記号番号 
    ― 

  

生 年 月 日  年   月   日生 電話番号   

住 所 
 甲府市 

〒  -  
  

被保険者氏名 

（個人番号） 

  

（     ） 

  

（      ） 

  

（      ） 

  生 年 月 日  年 月 日生  年 月  日生  年 月 日生 

 
 

 
 

 

年
中
の
収
入 

公的年金 
老 齢 基 礎 年 金 、

老 齢 厚 生 年 金 、

退 職 共 済 年 金 、

老 齢 年 金 、 

退 職 年 金  等 

   

給与 
パ ー ト 収 入 等 を

含 む 。 

   

年金・給与以外の

収入 
 (      )

     収 入  

   

  合  計    

備 考  

 

 

 

 

( あ て 先 ) 甲 府 市 長  

 上 記 の と お り 、 関 係 書 類 を 添 え て 国 民 健 康 保 険 の 負 担 区 分 判 定 に 係 る 収 入 の

額 を 申 請 し ま す 。  

      年   月   日            

 

        申 請 者  

        氏 名               ㊞  

 

- 108 -



 

 第４号様式を次のように改める。 

第４号様式（第１６条の２関係） 

 

                               年   月  日 

甲 府 市 国 民 健 康 保 険 第 三 者 行 為 に よ る 傷 病 届  
（あて先） 

 
世 帯 主 ・ 被 保 険 者 住所                甲府市長 

    氏名              ㊞ 

個人番号             

    電話                 

 （国民健康保険法施行規則第 32 条の 6・高齢者の医療の確保に関する法律施行規則第 46 条の規定により）次のとおり届出ます。 

被
保
険
者
又
は
受
給
者
（
被
害
者
） 

被 保 険 者 証 記 号 番 号 

【公費番号】  
【    】 

人身傷害保険 

（特約）の加入 

有・無 

保険会社名

（                     ） 

保険種別 一般、退職（未就学児・本人・家族・前期高齢者） ・  後期高齢者 ・ 介 護  

ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏  名 

個人番号 
    年  月  日生・  歳 

住 所 

      

電話番号  
性

別 
男・女 職 業 

 世帯主との続柄 親・子・（        ）       

相

手

方

（

加

害

者

） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
 

氏名 
 

      年  月  日生・  歳 

住 所 
      

電話番号  
性

別 
男・女 職 業  

保 有 者 と の 関 係  

保 有 者 
（使用主・ 

 所有者） 

名称（代表者）  
住 所 

℡    保険契約者との関係  

相
手
方
（
加
害
者
）
自
動
車
関
係 

※任意保険の有無について

必ず確認をしてください。 自 賠 責 保 険 任  意  保  険 （有・無） 

保 険 

契 約 者 

氏名   

住所   

保険会社（共済）   

保 険 証 明 書 番 号   

保険契約期間    

車 種  登録番号  車体番号  

事

故

の

内

容 

発 生 日     警察への届け出 届け出済・未届（      署） 

発 生 場 所  
事 故 原 因 

と 状 況 
 心 身 

の 状 況 

被保険者又は 

受給者（被害者） 
 

相手方（加害者）  

治
療
関
係 

傷 病 名 及 び 

傷 病 の 程 度 

 

（入院・通院） 保 険 医 療 

機 関 名 

 

診 療 の 期 間 

（ 見 込 み 期 間） 

  年   月   日 か ら 

  年   月   日 ま で 
 

示 

談 
示談が成立した（    年  月  日）・交渉中・示談はしない・示談をする予定（     月頃）・裁判の見込み 

損 害 賠 償 金 を 

受 領 し た 場 合 

名 目 金 額 又 は 商 品 受 領 年 月 日 

    年   月   日 
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  第４号様式の４を次のように改める。 

 第４号様式の４（第１６条の６関係） 
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 第７号様式を次のように改める。 

第７号様式（第１９条関係） 

           甲府市国民健康保険料減免申請書            

                           年  月  日 

 

  ( あて先 ) 甲府市長 

 

 

          ( 世帯主 )                     

 

                      丁目   番   号 

      住 所 甲府市                

                      町   番地     

      氏 名                    

       電話番号                 
 

被 保 険 者 証 記 号 番 号  

世 帯 主 個 人 番 号  

免除又は減額を受けようとする理由 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

年
度
保
険
料 

期 
保険料

額 
納期限 期 

保険料

額 
納期限 期 

保険料

額 
納期限 合計 

 
  

 

  

 
 

  

 

  

 
 

  

 

  

  

 

 

 

  円 
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 第８号様式を次のように改める。 

第８号様式（第２０条関係） 

                             年  月  日 

 

             様 

 

                    甲府市長          印 

 

      甲府市国民健康保険料減免 
承 認 

不承認 
決定通知書       

    年  月  日付けで申請のありました保険料の減免については、次のと 

おり 
承 認 

不承認 
と決定しましたので通知します。 

 

 □ 承 認 

保険料額 (A)  減免する保険料額 (B)  
減免後の保険料額(C)  

((A)－(B)) 

       円           円              円 

期  保険料額 
減免する

保険料額 

減免後の

保険料額 
期  保険料額 

減免する

保険料額 

減免後の

保険料額 

    円    円    円     円    円    円 

           

           

           

           

理由 

 
合計       

 

 

 

 □ 不承認 

理由 
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          「 

  第８号様式の２中                    を 

                             」 

「 

                   に改める。 

                  」 

   附 則 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の書式による用紙は、当 

分の間、所要の調整をして使用することができる。 

 

 

  

離職者名 

 

 

離職者名  

個人番号  

 

- 113 -



 

被保険者番号                     

個人番号             

 

 

被保険者番号                     

個人番号             

 

 

 甲府市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３７号 

   甲府市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市介護保険条例施行規則（平成１２年３月規則第２１号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 第１８条第６項第１号中「及び住所」を「、住所及び個人番号」に改める。 

  

第１号様式及び第３号様式中 

  

 

  

 

                        

 

第４号様式中                      を 

  

 

  

 

                        

 

 

                      

 

「 

「 

」 

」 

被保険者番号 
  

 
                  

 

に改める。 

「 

」 

フリガナ   

氏 名  

 

「 

「 

」 

」 

被保険者番号 
  

 
                  

 

に、 

を 

を 

- 114 -



 

計算期間の始期及び終期 年   月 ～    年   月 

 

被保険者番号                     

個人番号             

 

 

フリガナ   

氏 名  

個人番号             

 

 

被保険者番号                     

個人番号             

 

 

 

                             

  

 

第６号様式、第８号様式、第９号様式、第１１号様式、第１２号様式及び第１２ 

 

号様式の２中 

  

 

  

 

                        

 

  

                            

 

 

                            

   

 

第１７号様式及び第１８号様式中 

    

                     を 

  

 

  

 

 

   附 則 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

「 

「 

」 

」 

個人番号  

計算期間の始期及び終期 年   月 ～    年   月 

 

「 

「 

」 

」 

被保険者番号 
  

 
                  

 

に改める。 

「 

」 

に改める。 

「 

「 

」 

」 

被保険者番号 
  

 
                  

 

に改める。 

第１２号様式の３中 

を 

に改める。 を 

- 115 -



 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の書式による用紙は、当 

分の間、所要の調整をして使用することができる。 

 

 

 

 

- 116 -



 

 甲府市市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３８号 

甲府市市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則  

甲府市市営住宅条例施行規則（平成９年１０月規則第３５号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 別表中「北新団地Ａ棟駐車場」を「北新団地駐車場」に改める。 

  附 則 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 
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告示 
 

                          甲府市告示第４８４号  

 

地方自治法第２４３条の３第１項及び甲府市「財政事情」の作成及び公表に関す

る条例の規定に基づき、甲府市一般会計、甲府市国民健康保険事業特別会計、甲府

市交通災害共済事業特別会計、甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会計、甲府市土

地区画整理事業用地先行取得事業特別会計、甲府市介護保険事業特別会計、甲府市

古関・梯町簡易水道事業特別会計、甲府市農業集落排水事業特別会計、甲府市簡易

水道等事業特別会計、甲府市後期高齢者医療特別会計、甲府市浄化槽事業特別会計

の平成２７年度上半期の財政状況及び甲府市一般会計、甲府市国民健康保険事業特

別会計、甲府市交通災害共済事業特別会計、甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会

計、甲府市土地区画整理事業用地先行取得事業特別会計、甲府市介護保険事業特別

会計、甲府市古関・梯町簡易水道事業特別会計、甲府市農業集落排水事業特別会

計、甲府市簡易水道等事業特別会計、甲府市後期高齢者医療特別会計、甲府市浄化

槽事業特別会計の前年度決算状況を、別紙のとおり公表する。 

 

  平成２７年１２月１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第４８５号 

 

地方公営企業法第４０条の２の規定に基づき、甲府市地方卸売市場事業会計、甲

府市病院事業会計、甲府市下水道事業会計、甲府市水道事業会計の平成２７年度上

半期の業務の状況及び甲府市地方卸売市場事業会計、甲府市病院事業会計、甲府市

下水道事業会計、甲府市水道事業会計の前年度の決算の状況を、甲府市「財政事

情」の作成及び公表に関する条例第４条第１項により、別紙のとおり公表する。  

 

平成２７年１２月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 
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                          甲府市告示第４８６号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  平成２７年１２月２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市大里町字東耕地２２１１番１及び２２１１番５から２２１１番１９ 

   まで 

   以上１６筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路、ゴミ置場及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市建設部まち開発室都市計画課に備え

置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市相生一丁目１６番１６号 

    有限会社セントラルホームズ 

    代表取締役 雨宮 孝 
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甲府市告示第４８７号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

平成２７年１２月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第７８２号 

（２）業務名称     市営団地消防設備保守点検業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から平成２８年３月２５日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。 

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、業種が「ポンプ 

・防災用品・消火器」で登録されている者であること。  

（３）本委託を遂行するための有資格者（消防設備点検資格者、若しくは消防設備

士）を雇用していること。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であ

ってその役員が暴力団員でないこと。  

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市建設工事等請負契約に係る指  

名停止等措置要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でない

こと。 

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。  
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３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 平成２７年１２月２日（水）～平成２７年１２月１０日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

平成２７年１２月１０日（木）については、午後３時まで 

（２）配付場所 甲府市建設部建設総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 平成２７年１２月２日（水）～平成２７年１２月１０日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

平成２７年１２月１０日（木）については、午後３時まで  

イ 場所 甲府市建設部建設総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 平成２７年１２月２４日（木） 午前１０時 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

甲府市丸の内１丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  
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ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第４８８号  

 

 次の国民健康保険被保険者証は、回収できないため、甲府市国民健康保険条例施

行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）第１３条の規定により無効である旨を告

示する。 

 

  平成２７年１２月２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    国民健康保険被保険者証 

２ 世帯主住所並びに被保険者氏名及び記号番号    別紙のとおり 
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                          甲府市告示第４８９号  

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定によ

り農用地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。  

 なお、次のとおり閲覧に供する。  

 

  平成２７年１２月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 農用地利用集積計画の閲覧場所  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 

２ 農用地利用集積計画の閲覧期間  

   告示の日から２週間 
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甲府市告示第４９０号 

 

甲府市自転車等の放置の防止に関する条例（平成２５年９月条例第２４号）第 

１１条第２項、第３項及び第１２条第１項の規定により、自転車等放置禁止区域の

自転車を撤去し、保管したので、第１２条第２項及び甲府市自転車駐車場条例施行

規則（平成２５年９月規則第２８号）第７条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成２７年１２月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 撤去し、保管した自転車が駐車してあった場所 

     吉野家東・吉野家裏 

     郵便局前・ロータリー 

     労働局前 

２ 撤去し、保管した自転車の型式等 

   別紙のとおり 

３ 保管した日 

     平成２７年１１月２６日（木） 

４ 返還の申出場所 

     市民部市民協働室消費生活センター 

     交通安全係 電話番号 ０５５－２３７－５３０３ 

５ 保管場所 

     甲府市甲府駅南口第２自転車駐車場 

６ 返還時に持参する物 

     住所・氏名を確認できるもの・自転車等の鍵 

     撤去保管料（自転車１０００円・原動機付自転車２０００円） 
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甲府市告示第４９１号 

 

甲府市自転車等の放置の防止に関する条例（平成２５年９月条例第２４号）第 

１１条第２項、第３項及び第１２条第１項の規定により、自転車等放置禁止区域の

自転車を撤去し、保管したので、第１２条第２項及び甲府市自転車駐車場条例施行

規則（平成２５年９月規則第２８号）第７条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成２７年１２月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 撤去し、保管した自転車が駐車してあった場所 

     山梨県立図書館西側駐輪場南道路 

     甲府駅北口信号北東 

     よっちゃばれ広場 

     ＮＨＫ付近コインパーキング前 

２ 撤去し、保管した自転車の型式等 

   別紙のとおり 

３ 保管した日 

     平成２７年１１月３０日（月） 

４ 返還の申出場所 

     市民部市民協働室消費生活センター 

     交通安全係 電話番号 ０５５－２３７－５３０３ 

５ 保管場所 

     甲府市甲府駅南口第２自転車駐車場 

６ 返還時に持参する物 

     住所・氏名を確認できるもの・自転車等の鍵 

     撤去保管料（自転車１０００円・原動機付自転車２０００円） 
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                         甲府市告示第４９２号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

平成２７年１２月４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        平成２７年度市県民税過年第１期督促状 

             平成２７年度市県民税第１期督促状 

             平成２７年度市県民税第２期督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市税務部収納管理室収納課  
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甲府市告示第４９３号  

 

 甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の物

件の一般競争入札を執行する。  

 

  平成２７年１２月４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 入札に付する売却物件概要等 

 物件番号２－１ 

 ⑴ 土地の所在  甲府市国玉町字梅ノ木８１３番８ 

 ⑵ 登 記 地 目  宅地 

 ⑶ 登 記 地 積  ９０．２９㎡ 

２ 入札参加申込等の受付期間、受付場所及び受付方法 

 ⑴ 受付期間 

   平成２７年１２月１４日（月）から平成２７年１２月２５日（金）までの午

前９時から午後５時までの間。（この期間内の土・日曜日及び祝日を除

く。） 

 ⑵ 受付場所 

   甲府市総務部契約管財室管財課 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号（甲府市役所 本庁舎５階） 

   電話０５５－２３７－５１９７ 

 ⑶ 受付方法 

   持参又は郵送（簡易書留）による受付とし、郵送による場合は、平成２７年

１２月２５日（金）当日消印有効とする。 

３ 入札及び開札の日時及び場所 

 ⑴ 日時  平成２８年１月１９日（火） 午前１０時３０分から 

 ⑵ 場所  甲府市役所 本庁舎７階 会議室７－１ 

       甲府市丸の内一丁目１８番１号 

       ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

４ 入札に参加できる者の資格及び条件 

  次に該当する者を除く法人又は個人であること。 

 ⑴ 売却対象地に関する業務に従事する本市職員 

 ⑵ 入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

 ⑶ 次のいずれかに該当すると認められる者で、その事実があった後二年間を経

過しない者。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人

として使用する者 

  ア 甲府市との契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又

は物品の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

  イ 甲府市の実施した競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げ
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た者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合し

た者 

  ウ 落札者が甲府市との契約を締結すること又は契約者が甲府市との契約を履

行することを妨げた者 

  エ 正当な理由がなく甲府市との契約を履行しなかった者 

  オ この公告の日から入札の日までの間に「甲府市建設工事等請負契約に係る

指名停止等措置要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者 

 ⑷ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号から第４号まで及び第６号に該当する者又は役員が暴力団員であ

る法人。 

 ⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続き開始の申立又  

  は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続き開始の申  

  立がなされている者（更生手続き開始又は民事再生手続き開始の決定を受けた

者を除く） 

５ 入札を無効とする場合に関する事項 

  次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 ⑴ 入札保証金を納めない場合や金額が不足している入札 

 ⑵ 一人で二通以上の入札をした場合はその全部の入札 

 ⑶ 一物件につき、一人で他人の代理も兼ねて参加した者の入札又は二人以上の

人から委任を受けた者の入札 

 ⑷ 入札書に書かれた金額、氏名（法人にあっては商号名称及び代表者名）の確

認しがたいもの、鉛筆書きのもの、押印のないもの、その他重要な事項が誤

脱等により意思表示が不明瞭なため識別しがたいもの 

 ⑸ 入札書に書いた金額を訂正した入札 

 ⑹ 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不

正行為をしたと関係職員が認める場合における全部の入札 

 ⑺ 入札時において、４の「入札に参加できる者の資格及び条件」を満たさなく

なった者の入札 

 ⑻ 入札参加申込みをしない者の入札 

 ⑼ 代理人として代理権の確認を受けていない者の入札 

 ⑽ 入札にあたり他人を脅迫し、その他不正行為のあった者の入札 

 ⑾ 再度入札にあたり、直前の最高価格以下の入札 

 ⑿ 入札に関し、市の担当職員の指示に従わなかった者の入札 

 ⒀ 郵送による入札 

 ⒁ 前各号にあげるもののほか「入札案内書」に規定する入札に関する条項に違

反した者の入札 

６ 契約書作成の要否及び代金支払方法 

  契約書の作成を要し、代金は一括現金納入とする。 

７ 現地説明会開催 

  入札参加申込受付期間中、希望者に対して実施する。 

８ 特記事項 
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  現状有姿による契約 

  現状有姿の状態で売り渡すものとする。 

９ 入札保証金、契約保証金及び違約金に関する事項 

 ⑴ 入札保証金の納付等 

  ア 入札保証金は、各自入札価格の１００分の５以上に相当する金額を、一括 

   で甲府市の指定する口座に振り込むものとする。 

  イ 入札保証金は、落札者を除き、入札者が指定する金融機関の預金口座へ振 

   り込む方法により返還する。 

  ウ 入札保証金には、利息を付さない。 

 ⑵ 契約保証金の納付等 

  ア 契約保証金は、売買価格の１００分の１０以上に相当する金額を、契約締

結時に一括で甲府市の指定する口座に振り込むものとする。 

  イ 契約保証金には、利息を付さない。 

 ⑶ 違約金 

  ア 落札者が、落札日の翌日から７日以内に、売買契約を締結しないとき（落

札後、入札申込みができない者であることが判明し、その入札が無効になっ

たときなどを含む。）は、違約金として入札保証金は甲府市に帰属する。 

  イ 落札者が、契約締結日より３０日以内に売買代金の差額の支払いを行わな

かったときは、売買契約を解除のうえ、違約金として契約保証金は甲府市に

帰属する。 
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                          甲府市告示第４９４号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により､次のとおり

道路の供用を開始する。その関係図面は､建設部まち保全室道路河川課において、

この告示の日から平成２７年１２月１７日まで一般の縦覧に供する。 

 

  平成２７年１２月４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路線名 区間 延長 

（ﾒｰﾄﾙ） 

供用開始の 

年月日 

市 道 西油川２号線 甲府市西油川町字釜池

２２６番１地先から 

甲府市西油川町字蛭沢

８２番１地先まで 

１８９．４ 平成２７年 

１２月４日 
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甲府市告示第４９５号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。 

 

平成２７年１２月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象物品 

（１）入札番号       第２７８９号 

（２）物件名        防災備蓄用食料 

（３）品質・規格・数量など 入札説明書による 

（４）納入期限       入札説明書による 

（５）納入場所       入札説明書による 

（６）予定価格       公表しない 

（７）最低制限価格     設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件 

をすべて満たす者。 

（１）甲府市内に本店または本社を有する者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当 

しない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であ

ってその役員が暴力団員でないこと。 

（４）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給(入札等)制度要

綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（５）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。 

  また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（７）市税の滞納がない者であること。 

（８）当該物品供給について、納入が可能であることを証明できる者であること。 

３ 入札説明書、仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

（１）配付期間 平成２７年１２月７日（月）～平成２７年１２月１６日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 
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（２）配付場所 甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所 

ア 期間 平成２７年１２月７日（月）～平成２７年１２月１６日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 平成２８年１月８日（金） 午後１時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階入札室１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付 

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間 

に国(公社、公団を含む。 )又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じ 

くする契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、 

かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免 

除する。 

（３）契約書作成の要否：要 
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（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 

 

- 135 -



甲府市告示第４９６号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。 

 

平成２７年１２月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象物品 

（１）入札番号       第３１０７号 

（２）物件名        小学校新一年生分給食用食器 

（３）品質・規格・数量など 入札説明書による 

（４）納入期限       入札説明書による 

（５）納入場所       入札説明書による 

（６）予定価格       公表しない 

（７）最低制限価格     設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件 

をすべて満たす者。 

（１）甲府市内に本店または営業所を有する者であること。 

（２）甲府市の物件供給競争入札参加資格の認定において、第１希望の業種が「調

理機器」で登録されている者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当 

しない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であっ

てその役員が暴力団員でないこと。 

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給(入札等)制度要綱」

に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。 

  また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。 

（９）当該物品供給について、納入が可能であることを証明できる者であること。 

３ 入札説明書、仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

（１）配付期間 平成２７年１２月７日（月）～平成２７年１２月１６日（水） 
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（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所 

ア 期間 平成２７年１２月７日（月）～平成２７年１２月１６日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 平成２８年１月８日（金） 午後１時４０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階入札室１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１０８に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付 

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間 

に国(公社、公団を含む。 )又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じ 

くする契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、 

かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免 

- 137 -



除する。 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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                         甲府市告示第４９７号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

平成２７年１２月７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        平成２７年度軽自動車税督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市税務部収納管理室収納課  
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                                           甲府市告示第４９８号  

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告について、次のとおり参加申込書

及び企画提案書の提出を招請する。  

 

平成２７年１２月７日 

                 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

    こうふ開府５００年観光ＰＲ用特設ホームページ制作業務 

２ 業務概要 

山梨県の平成２６年観光入込客数は、３，０００万人を突破し、特に訪日外国

人観光客の延べ宿泊数は９４万２千人（前年比１９１．３％）となり、全国１位

の伸び率となった。特に、富士・東部圏域は、県全体の観光客の４６％を占め、

伸び率も高い状況である。 

甲府市における観光入込客数は２８６万５千人（前年比９５．６％）で県全体

の９．５％、訪日外国人客の延べ宿泊数は１万２千人（前年比１２５．２％）で

県全体の１．２％にすぎない状況であり、県全体の伸び率等と比較しても、甲府

市はその恩恵を十分に享受できていないことが解る。 

このような状況を踏まえ、本業務は多様化する情報発信に対応すべく、また、

海外にも効果的に情報発信を行うことを目的に、甲府市が株式会社カプコンと締

結している「地域活性化に関する包括連携協定」を活用し、若年層や海外にも人

気の高いゲームコンテンツである「戦国ＢＡＳＡＲＡ」シリーズを用いた特設ホ

ームページを制作することにより、新たなターゲット層に対し甲府市の魅力を効

果的に発信することで、甲府市を訪れる観光客を増やし、交流人口の増加による

地域活性化を図ることを目的とするものである。 

併せて、この特設ホームページのコンテンツは「武田信玄」をシンボリックに

表現し、２０１９年（平成３１年）に甲府市が迎える開府５００年や、２０２１

年（平成３３年）に迎える信玄公生誕５００年についても効果的に情報発信する

ため、本業務の受託事業者を、豊富な経験と高い専門知識を有する事業者から「公

募型プロポーザル」方式による選考を実施する。 

３ 履行期間 

   契約締結の日から平成２８年３月３１日までとする。 

４ 参加資格要件 

  本手続に参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

（１）平成２２年度から平成２６年度までに、受託者以外の第三者が保有するゲ

ームコンテンツなどの著作物を取り扱った本業務と類似した業務の受託実

績を１件以上有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のい

ずれにも該当していない者であること。 
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（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）に基づき更正手続き開始又は民事再生手続き開始の申立てが

なされている者でないこと。 

（４）告示日以降に、国及び地方公共団体から指名停止措置を受けていないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人で

あってその役員が暴力団員でないこと。 

（６）税の滞納がない者であること。 

５ 手続等 

（１）こうふ開府５００年観光ＰＲ用特設ホームページ制作業務公募型プロポー

ザル実施要領（以下「公募型プロポーザル実施要領」という。）、仕様書及

び各種様式等は、甲府市ホームページにて公表するので、適宜ダウンロード

すること。 

（２）参加申込書等の提出方法、提出期限及び提出先については、公募型プロポ

ーザル実施要領を参照すること。 

６ 連絡先 

甲府市産業部産業振興室観光課（担当：志村） 

〒４００－８５８５ 甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ＴＥＬ：０５５－２３７－５７０２ 

ＦＡＸ：０５５－２２７－８０６５ 

電子メール：sangkaka@city.kofu.lg.jp 
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                          甲府市告示第４９９号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  平成２７年１２月８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （電気）２９７号 

工事名 城南中学校夜間照明施設改修工事 

工事場所 甲府市大里町２５９０－１ 

工事概要 

１ 工事内容 

城南中学校グラウンド夜間照明施設改修工事１式 

・ＬＥＤ投光器（マルチハロゲン灯１０００Ｗ 

相当）取替 ５６台他 

２ 工期 平成２８年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
３５，５３６，３２０円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事。ただし、 

１件の工事請負額が、１，７００万円 

以上の実績に限る。 

元請として平成１２年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅰ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 
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日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
平成２７年１２月８日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
平成２７年１２月１７日 

３ 申請書受付開始日 平成２７年１２月８日 

４ 申請書受付締切日 
平成２７年１２月１７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
平成２７年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 平成２７年１２月８日 

７ 設計図書配付締切日 平成２７年１２月２５日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
平成２７年１２月８日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
平成２７年１２月２５日 

10 入札日時 
平成２８年１月８日 

午前９時２０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
平成２８年１月１４日 

12 開札日時 
平成２８年１月２０日 

午前９時２０分 

13 落札者決定日 平成２８年１月２１日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 

入札参加資格確認通知書 

配置予定技術者の入札時の状況 

工事内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
平成２８年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 平成２８年１月６日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 平成２８年１月１８日まで 

２ 回答 平成２８年１月１９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 平成２８年１月１９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 
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契約保証金 

契約金額の 10/100 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課  

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５００号 

 

 甲府農業振興地域整備計画を変更するので、農業振興地域の整備に関する法律

（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する第１１条第１項の規

定により公告し、当該農業振興地域整備計画の案及びその変更理由書を次により縦

覧に供する。 

 

  平成２７年１２月８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 甲府農業振興地域整備計画案の縦覧 

（１） 縦覧場所 

      甲府市丸の内一丁目１８番１号 

      甲府市産業部農林振興室農政課 

（２） 縦覧期間 

      自 平成２７年１２月９日 

      至 平成２８年１月７日 

 

２ 意見書の提出 

  甲府市の区域内に住所を有する者（市内に事務所を有する法人も含む）は、農

業振興地域整備計画の案について、平成２７年１月７日までに、市に対して文

書で意見を提出することができる。 

  なお、提出された意見書については、要旨を取りまとめ、その処理結果を同法

第１２条第１項の規定に基づく農業振興地域整備計画書の公告時に合わせて公

告する。 

（１） 意見書の提出先 

      縦覧場所と同じ 

 

３ 異議の申し出 

  甲府農業振興地域整備計画の案のうち、農用地利用計画に係る農用地区域内に

ある土地の所有者その他その土地に関し法律上保護される権利を有する者は、

当該農用地利用計画の案に対して異議があるときは、平成２８年１月７日の翌

日から起算して１５日以内である平成２８年１月２２日までに、市に対して文

書でこれを申し出ることができる。 

（１） 異議申出先 

      縦覧場所と同じ 
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甲府市告示第５０１号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

平成２７年１２月８日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   酒折東部自治会 

 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
川 口 忠 男 小 澤 和 

代表者 

住 所 
甲府市酒折二丁目２番２１号 甲府市酒折二丁目１０番１７号の３ 

 

３ 変更年月日  平成２６年４月１９日 

- 146 -



甲府市告示第５０２号 

 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定により、

道路法による事業計画の定められた道路で、２年以内にその事業が執行される予定

のものとして、次のとおり指定する。 

 その関係図書は建設部建築指導課に備え置いて一般の縦覧に供する。  

 

平成２７年１２月８日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 １．事業名     市道新設改良事業 

 ２．道路の種類   市道 

 ３．路線名     市道北新３号線（市道認定平成２２年３月２５日）  

 ４．道路の地名地番 甲府市北新一丁目、北新二丁目地内（別添位置図参照）  

 ５．延長      ９６．７ｍ 

 ６．幅員      ８．０ｍ～９．６ｍ 

 ７．添付書類    位置図、公図の写し、登記事項要約書、計画平面図、 

標準横断図 
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甲府市告示第５０３号 

 

甲府市自転車駐車場条例（平成１９年９月条例第２８号）第１３条第１項の規定

により、自転車駐車場内の自転車を撤去し、保管したので、同条第２項及び甲府市

自転車駐車場条例施行規則（平成１９年９月規則第４２号）第５条の規定により、

次のとおり告示する。 

 

  平成２７年１２月８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 撤去し、保管した自転車が駐車してあった場所 

     甲府市甲府駅北口第１自転車駐車場 

     甲府市甲府駅北口第２自転車駐車場 

甲府市甲府駅南口第１自転車駐車場 

甲府市酒折駅南口自転車駐車場 

     甲府市酒折駅北口自転車駐車場 

２ 撤去し、保管した自転車の型式等 

   別紙のとおり 

３ 保管した日 

     平成２７年１１月２７日（金） 

４ 返還の申出場所 

     市民部市民協働室消費生活センター 

     交通安全係 電話番号 ０５５－２３７－５３０３ 

５ 保管場所 

     甲府市甲府駅北口第 1 自転車駐車場 

     甲府市甲府駅北口第２自転車駐車場 

     甲府市甲府駅南口第１自転車駐車場 

     甲府市酒折駅北口自転車駐車場 

６ 返還時に持参する物 

     住所・氏名を確認できるもの・自転車の鍵 
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甲府市告示第５０４号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

平成２７年１２月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   小松町自治会 

 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
水 口 義 久 窪 田 泉 

代表者 

住 所 
甲府市小松町３２７番地４ 甲府市小松町４９２番地３ 

 

３ 変更年月日  平成２７年４月１日 
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甲府市告示第５０５号  

 

 次の国民健康保険料に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

平成２７年１２月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   甲府市国民健康保険料納入通知書  

２ 発送日   平成２７年１１月２日 

３ 項 目   平成２７年度国民健康保険料５期～９期分 

４ 納期限   平成２７年１１月３０日 

（納期限を平成２８年１月４日に再指定） 

平成２８年１月４日    平成２８年２月１日 

平成２８年２月２９日   平成２８年３月３１日 

５ 納付場所  甲府市指定金融機関 

甲府市収納代理金融機関 

ゆうちょ銀行・郵便局 

甲府市税務部収納管理室収納課 

甲府市市民部市民総室国民健康保険課 

窓口センター 

甲府市指定コンビニエンスストア  

６ 納付義務者 別紙のとおり 
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                         甲府市告示第５０６号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

平成２７年１２月１１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 税発第２５００号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市税務部収納管理室滞納整理課 
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甲府市告示第５０７号  

 

 平成２７年１２月７日付け甲府市告示第４９５号で告示した一般競争入札を取り

消すので、次のとおり告示する。 

 

  平成２７年１２月１４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象物品 

（１）入札番号  第２７８９号 

（２）物件名   防災備蓄用食料 

 

２ 取消の理由 

  仕様に変更が生じたため 

 

３ 問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

- 152 -



甲府市告示第５０８号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づき、

地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により、次のとおり告示する。  

 

平成２７年１２月１５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   東栄会自治会 

 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
小 林 宣 保 早 川 政 隆 

代表者 

住 所 
甲府市東光寺三丁目７番１１号 甲府市東光寺三丁目６番８号 

 

３ 変更年月日  平成２７年４月５日 
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                          甲府市告示第５０９号  

 

 次の無効である介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例  

施行規則（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により告示する。  

 

  平成２７年１２月１５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号並びに住所及び氏名     別紙のとおり 
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甲府市告示第５１０号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、平成２７年１２月市議会定例会にお

いて議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

平成２７年１２月１５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 平成２７年度甲府市一般会計補正予算（第６号） 

２ 平成２７年度甲府市一般会計補正予算（第７号） 

３ 平成２７年度甲府市一般会計補正予算（第８号）  

４ 平成２７年度甲府市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

５ 平成２７年度甲府市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

６ 平成２７年度甲府市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）  

７ 平成２７年度甲府市浄化槽事業特別会計補正予算（第１号）  

 

 

 

 

 

 

 

 

     平成２７年１２月１５日 原案可決 
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                          甲府市告示第５１１号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送したとこ

ろ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年４月

２０日法律 第１４７号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

平成２７年１２月１５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書 類 名   差押調書謄本 

２ 発 送 日   平成２７年１２月７日 

３ 返 戻 日   平成２７年１２月９日 

４ 通 知 者   甲府市富士見２丁目５番２５号 

 １０２ 

         （省略） 

５ 保管場所   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

甲府市 市民部 市民総室 国民健康保険課 
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甲府市告示第５１２号 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下、「障害者総合支援法」という。）第５１条の１７第１項第１号に

よる指定特定相談支援事業者、及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第  

２４条の２６第１項第１号による指定障害児相談支援事業者として次の者を指定し

たので、障害者総合支援法第５１条の３０第２項第１号、及び児童福祉法第２４条

の３７第１項第１号の規定により公示する。 

 

平成２７年１２月１７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 指定特定相談支援事業者 

事業者の名称

及び所在地 

事業所の名称 

及び所在地 
指定年月日 

指定した 

事業の種類 

事業の

主たる

対象者 

事業所番号 

 

社会福祉法人 

いきいき倶楽

部 

 

甲府市下向山

町１２８０番

地１ 

 

相談支援事業所 

コスモ・アンシア 

 

甲府市相生三丁

目３番１４号 

 

平成２８年

１月１日 指定計画相

談支援 

 

 

 

特定な

し 

 

 

 

 

1930101744 

 

 

２ 指定障害児相談支援事業者 

事業者の名称

及び所在地 

事業所の名称 

及び所在地 
指定年月日 

指定した 

事業の種類 

事業の

主たる

対象者 

事業所番号 

 

社会福祉法人 

いきいき倶楽

部 

 

甲府市下向山

町１２８０番

地１ 

 

相談支援事業所 

コスモ・アンシア 

 

甲府市相生三丁

目３番１４号 

 

平成２８年

１月１日 指定障害児

相談支援 

 

 

特定な

し 

 

 

 

1970101752 
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甲府市告示第５１３号 

 

甲府市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年６月

条例第１６号）第４条の規定に基づき、公の施設に係る指定管理者を指定したので、

同条例第１１条の規定により告示する。                               

 

  平成２７年１２月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

施設の名称 団体の所在地及び名称 指定の期間 

甲府市勤労者福祉

センター 

甲府市朝気２丁目２番２２号 

一般財団法人甲府市勤労者福

祉サービスセンター 

平成２８年４月１日から 

平成３３年３月３１日まで 
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                          甲府市告示第５１４号  

 

 甲府市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年６月

条例第１６号）第４条の規定に基づき、公の施設に係る指定管理者を指定したので、

同条例第１１条の規定により告示する。 

 

  平成２７年１２月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

施設の名称 団体の所在地及び名称 指定の期間 

朝日悠遊館 

 

甲府市塩部一丁目４番１号 

朝日悠遊館運営協議会 

平成２８年４月１日から 

平成３１年３月３１日まで 

富士川悠遊館 

 

甲府市中央三丁目３番１号 

富士川悠遊館運営協議会 

平成２８年４月１日から 

平成３１年３月３１日まで 
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                          甲府市告示第５１５号  

 

 甲府市職員採用試験を別紙内容に基づき実施するので、甲府市職員の任用等に関  

する規則第９条の規定により公告する。  

 

  平成２７年１２月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第５１６号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  平成２７年１２月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市桜井町字宮ノ前１６５番３及び１６５番４ 

   以上２筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市国玉町４６８番地の１ 

    社会福祉法人くだま福祉会 

    理事 髙根 昭三郎 
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                         甲府市告示第５１７号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

平成２７年１２月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本  税発第２５６７号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市税務部収納管理室滞納整理課 

 

- 162 -



甲府市告示第５１８号  

 

甲府市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年６月

条例第１６号）第４条の規定に基づき、公の施設に係る指定管理者を指定したので、

同条例第１１条の規定により告示する。 

 

  平成２７年１２月１８日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

施設の名称 団体の所在地及び名称 指定の期間 

甲府市甲府駅南口

第１自転車駐車場 

甲府市池田一丁目５番９号 

甲府ビルサービス株式会社 

平成２８年４月１日から 

平成３１年３月３１日まで 

甲府市甲府駅南口

第２自転車駐車場 
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                          甲府市告示第５１９号  

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  平成２７年１２月２１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本  税発第２７６６号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市税務部収納管理室滞納整理課 
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                          甲府市告示第５２０号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  平成２７年１２月２２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市上曽根町字夕顔田１０７番１及び１０７番４から１０７番７まで 

以上５筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   笛吹市石和町四日市場１８４６番地１ 

    株式会社信拓 

    代表取締役 白 神 信 義 
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甲府市告示第５２１号  

 

 計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項に基づき、玉諸地区及び甲運地

区の平成２７年度特定計量器定期検査を次のとおり実施するので、計量法第２１条

第２項の規定により公告する。 

 

平成２７年１２月２４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 検査日程 

 

検査月日 受付時間 検査場所 対象区域 

１月２５日（月） 

１０:００～１２:００ 

１３:００～１５:００ 

ＪＡ甲府市 

玉諸支店 
玉諸地区 

１月２６日（火） 

ＪＡ甲府市 

東地区経済 

センター 

甲運地区 

（川田町、横根町） 

１月２７日（水） 

１月２８日（木） 
甲運地区 

（桜井町） 

１月２９日（金） 
甲運地区 

（和戸町） 

 

２ 検査対象特定計量器 質量計 
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                          甲府市告示第５２２号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のとおり

道路の供用を開始する。その関係図面は、建設部まち保全室道路河川課において、

この告示の日から平成２８年１月７日まで一般の縦覧に供する。  

 

  平成２７年１２月２５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路線名 区間 延長 

（ﾒｰﾄﾙ） 

供用開始の 

年月日 

市 道 上町１４号線 甲府市上町字年代 

３３３番１地先から 

甲府市上町字年代 

３２６番１地先まで 

１６７．５ 平成２７年 

１２月２５日 
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甲府市告示第５２３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の地縁による団体

として認可したので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

 

平成２７年１２月２８日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称  西高橋町自治会 

２ 規約に定める目的 

  この会は、地域住民相互の連絡、親睦、福祉環境の整備等を図り、集会施設そ

の他共有財産の維持管理等を行い、他地域と良好な共同活動を行うと共に地域社

会の発展に寄与することを目的とする。 

３ 区 域 

甲府市西高橋町３１４番地、３１３番地２、２５番地３、２３３番地１、 

２３３番地３、２８６番地１、３３番地、２３３番地、２９１番地、３９６ 

番地２、２０２番地、３１８番地、３１７番地、２８１番地３、２８３番地、 

２１９番地６、３０４番地２、８９番地、８５番地、８６番地、８９番地、 

８８番地、８６番地、８９番地１、８６番地１５、５５６番地１、５５６番地 

５、５５１番地５、２５０番地２、２５０番地３、２４８番地８、２４８番地 

７、２４８番地６、２４８番地２、２５０番地１、４１５番地４、４９１番地 

２、３３２番地、４１５番地５、４９１番地１、４３０番地、４８５番地２、 

４７６番地１、４３１番地、３３０番地、３３３番地、４１５番地６、３５２ 

番地、３４７番地４、３４９番地７、３４９番地４、３５４番地、３５３番地、 

３５９番地、３２１番地、３５１番地、３５０番地、３４６番地、１５２番地 

１２、１５２番地１３、１５２番地１７、１５２番地１４、１５２番地５、 

１５２番地１６、１５２番地１１、１５２番地１０、１５２番地８、１５２番地 

６、１５２番地１５、３０５番地１、３３４番地、３３８番地、５５１番地２、 

３４２番地、５５２番地５、５２８番地、３４８番地、３３６番地、３４４ 

番地、３４３番地、３３７番地、２１８番地３、３９番地４、３９番地３、 

６３番地３、６番地、３９番地６、３９番地５、３番地２、２番地１、９６ 

番地、１１８番地、１１９番地２、１２２番地、１２８番地１、９１番地、 

９５番地、９４番地、４１６番地２、４６６番地１、３２５番地２、４２０番地 

４、４２７番地１、４２７番地３、４２１番地、３２７番地、３２０番地、 

３２６番地２、４１６番地６、２４６番地９、５５５番地７、５５４番地１、  

５５５番地２、５５５番地５、５５６番地１７、５５６番地４３、５５６番地  

４１、５５６番地、５５６番地２、５５６番地３、５５６番地５２、５９０番地 

８７、５５６番地３７、５５６番地３５、３０３番地、１９１番地、１９０番地 

１、１５５番地３、１５５番地４、６５番地、３６７番地２、３６９番地１、  

３０５番地５、３６８番地３、３６９番地４、３６５番地３、３６５番地９、  
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３６９番地２、３６４番地１、３６６番地７、３０９番地５、３６８番地２、  

３６７番地１、３６６番地４、４２０番地５、３７３番地６、３７３番地５、  

３０９番地３、３２４番地、 

甲府市七沢町５０２番地１７、５２２番地、５０３番地１７、５０３番地２７、 

５０７番地３０、５０２番地２５、５０２番地１８、５０２番地２４、５０３  

番地２２、５０３番地２３、５０７番地２８、５０７番地２２、５０７番地 

２１、５０７番地２０、５０７番地１４、３９９番地１、４０３番地３、４０３ 

番地２、４０３番地６、４０３番地４、３２４番地５、３２４番地６、２７９  

番地１、３１５番地、１８０番地３、１８０番地１、１７４番地８、１７４番地 

１２、１７４番地７、３１６番地１、２８２番地、２８７番地１、３２０番地  

１、３１４番地４、３１３番地１、２９３番地、２８２番地２、３２０番地２、 

３９７番地、３２３番地、２８７番地３、５１５番地、３２４番地１、４０５  

番地４、３２４番地３、４０５番地、１７４番地２５、１７４番地２３、１７４ 

番地２４、１７４番地２８、１７４番地２７、１７４番地２６、３９６番地５、 

３９６番地９、３９６番地８、３９６番地１２、３９６番地７、３９６番地３、 

３９６番地４、３９６番地１０、  

甲府市蓬沢町１０２８番地６、１０２８番地２、９７６番地１、９７６番地２、 

９７５番地１、９６７番地７、９６７番地５、９６９番地５、１０２８番地５、 

９６７番地４、９６９番地１０、１０２８番地３、９６９番地６、１３３９番地 

１、１２３３番地３、１２６３番地１、１１６３番地３、１１６９番地１、  

４ 主たる事務所 

  この会は、事務所を西高橋町５２番地１に置く。 

５ 代表者の氏名及び住所 

  代表者 竹 内 久 弥 

住 所 甲府市蓬沢町１２６３番地１ 

６ 認可年月日 

  平成２７年１２月２８日 
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市議会 
 

 甲府市議会会議規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２７年１２月１５日 

 

                 甲府市議会議長  池 谷 陸 雄 

 

甲府市議会規則第２号 

甲府市議会会議規則の一部を改正する規則 

 甲府市議会会議規則（昭和５０年３月議会規則第２号）の一部を次のように改正

する。 

  第１７６条第１項中「場合は」を「場合又は閉会中にあっては」に改める。  

 別表を次のように改める。 

別表（第１７５条関係）                                   

名称 目的 構成員 招集権者 

全員協議会 市又は議会の重要事

項で議長が必要と認

めるものに関する協

議又は調整 

全議員 議長 

会派代表者会議 会派間の意見の調整

及び連絡並びに議会

活動に関する協議 

議長、副議長及び

会派の代表者 

議長 

正副委員長会議 常任委員会、議会運

営委員会及び特別委

員会の運営に関する

協議又は調整 

各委員会の正副委

員長 

議長 

市議会だより編

集委員会 

市議会だよりに関す

る協議又は調整 

議長、副議長及び

会派から選出した

編集委員 

委員長 

調査研究会 市又は議会の課題に

関する調査研究及び

協議又は調整 

会派代表者会議に

おいて選出した各

課題に係る調査研

究会委員 

各課題に係る調査

研究会会長 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。  
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選挙管理委員会 
 

甲府市選挙管理委員会告示第５１号  

 

地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町村合併の特例に関する

法律第４条第１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の１／５０

の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第８６ 

条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定する

選挙権を有する者の総数の１／３の数並びに市町村合併の特例に関する法律第４条

第１１項及び第５条第１５項の規定する選挙権を有する者の総数の１／６の数は、

次のとおりである。 

 

平成２７年１２月２日 

 

甲府市選挙管理委員会 

                 委員長 志 村 文 武 

 

１ １／５０の数        ３，１０６人 

 

２ １／３の数        ５１，７６６人 

 

３ １／６の数        ２５，８８３人 

 

４ 選挙人名簿登録者数   １５５，２９６人 

 

- 171 -



農業委員会 
 

                      甲府市農業委員会告示第１２号 

 

 農業委員会等に関する法律第２１条第１項の規定に基づき甲府市農業委員会１２

月定例総会を、平成２７年１２月２５日午後２時００分、甲府市南公民館において

開催し、付議すべき事項について協議するので、甲府市農業委員会総会会議規則第

２条の規定により公告する。 

 

  平成２７年１２月２１日 

 

                甲府市農業委員会会長 西 名 武 洋 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 平成２８年１月告示分農用地利用集積計画について 

３ 地域農業マスタープランの見直しについて 
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上下水道局 
 

                      甲府市上下水道局告示第８９号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  平成２７年１２月８日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 米山 俊彦 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００９９号 

工事名 （更新－８）配水管布設替工事 

工事場所 甲府市太田町・幸町地内（市立湯田小学校の西） 

工事概要 

１ 工事内容 

・ＤＩＰ．ＮＳ（φ１５０） １９０．５ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ（φ１５０） ２．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＮＳ（φ１００） １８ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ（φ１００） １０．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＮＳ（φ７５） ２３ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ（φ７５） １ｍ 

・ＲＲＶＰ（φ７５） １ｍ 

・ＲＲＶＰ（φ５０） １ｍ 

・仕切弁．ＮＳ（φ１５０） ７基 

・仕切弁．ＮＳ（φ１００） ３基 

・仕切弁．ＮＳ（φ７５） ４基 

・消火栓（φ７５） ２基 

・水抜栓（φ２５） １基 

・臨給工 １式 

２ 工期 平成２８年６月２２日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
４１，３５７，５２０円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等。ただし、１件 

の工事請負額が２，０００万円以上 

の実績に限る。 

元請として平成１２年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅰ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料 

作成要領による 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 平成２７年１２月８日 

２ 入札説明書等配付締切日 平成２７年１２月１７日 

３ 申請書受付開始日 平成２７年１２月８日 

４ 申請書受付締切日 
平成２７年１２月１７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
平成２７年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 平成２７年１２月８日 

７ 設計図書配付締切日 平成２７年１２月２５日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
平成２７年１２月８日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
平成２７年１２月２５日 

10 入札日時 
平成２８年１月８日 

午前９時 

11 価格以外の評価点公表日 平成２８年１月１４日 

12 開札日時 
平成２８年１月２０日 

午前９時 

13 落札者決定日 平成２８年１月２１日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 

入札参加資格確認通知書 

配置予定技術者の入札時の状況 

工事内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
平成２８年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 平成２８年１月６日 
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価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 平成２８年１月１８日まで 

２ 回答 平成２８年１月１９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 平成２８年１月１９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課  

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第９０号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  平成２７年１２月８日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 米山 俊彦 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１０１００号 

工事名 （ブ‐１）配水管布設工事 

工事場所 中央市成島・乙黒地内（雇用促進住宅の南東） 

工事概要 

１ 工事内容 

・ＤＩＰ．ＮＳ（φ３００） ４５６ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ（φ３００） ２．５ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ（φ１５０） ２ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ（φ１００） １．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＮＳ（泥吐管）（φ７５）１．５ｍ  

・ＳＧＰ‐ＶＤ（泥吐管）（φ５０）０．５ｍ  

・仕切弁．ＮＳ（φ３００） ３基 

・泥吐弁．ＮＳ（φ７５） １基 

・水抜栓（φ２５） １基 

２ 工期 平成２８年７月４日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
５７，２４１，０８０円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 給水区域内 

２ 競争入札参加資格 

土木一式 

直近の経営事項審査結果通知書の 

総合評価値（Ｐ）８４０点以上 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設工事等。ただし、１件の 

工事請負額が２，８００万円以上の 

実績に限る。 

元請として平成１２年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 
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合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅱ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料 

作成要領による 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 平成２７年１２月８日 

２ 入札説明書等配付締切日 平成２７年１２月１７日 

３ 申請書受付開始日 平成２７年１２月８日 

４ 申請書受付締切日 
平成２７年１２月１７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
平成２７年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 平成２７年１２月８日 

７ 設計図書配付締切日 平成２７年１２月２５日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
平成２７年１２月８日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
平成２７年１２月２５日 

10 入札日時 
平成２８年１月８日 

午前９時１０分 

11 価格以外の評価点公表日 平成２８年１月１４日 

12 開札日時 
平成２８年１月２０日 

午前９時１０分 

13 落札者決定日 平成２８年１月２１日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 

入札参加資格確認通知書 

配置予定技術者の入札時の状況 

工事内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
平成２８年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 平成２８年１月６日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 平成２８年１月１８日まで 

２ 回答 平成２８年１月１９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 平成２８年１月１９日 
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入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。） 

部分払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課  

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第９１号  

 

 甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規 

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争 

入札を執行する。 

 

  平成２７年１２月８日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 米山 俊彦 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１００９７号 

工事名 （路‐２４）路面復旧工事 

工事場所 甲府市岩窪町地内（市立北東中学校の東） 

工事概要 

１ 工事内容 

施工延長 ４０２．２ｍ 

・表層工（再生密粒度ＡＳＣ：ｔ＝５ｃｍ）  

１４２０㎡ 

・不陸整正工（Ｍ‐３０ ｔ＝３０ｍｍ） 

１４２０㎡ 

・付帯工 １式 

２ 工期 平成２８年３月１８日まで 

３ 
予定価格. 

（税込み） 
１０，０００，８００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評価値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１２年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 
１ 入札説明書等配付開始日 平成２７年１２月８日 

２ 入札説明書等配付締切日 平成２７年１２月１７日 
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３ 申請書受付開始日 平成２７年１２月８日 

４ 申請書受付締切日 
平成２７年１２月１７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
平成２７年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 平成２７年１２月８日 

７ 設計図書配付締切日 平成２７年１２月２５日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
平成２７年１２月８日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
平成２７年１２月２５日 

10 入札及び開札日時 
平成２８年１月８日 

午前９時３０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
平成２８年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 平成２８年１月６日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第９２号  

 

 甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規 

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争 

入札を執行する。 

 

  平成２７年１２月８日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 米山 俊彦 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１００９８号 

工事名 （路‐３）路面復旧工事 

工事場所 甲府市丸の内二・三丁目地内（市立舞鶴小学校の東）外１箇所 

工事概要 

１ 工事内容 

・表層工（再生密粒度ＡＳＣ：ｔ＝５ｃｍ）  

Ａ＝１９４０．０㎡ 

・表層工（排水性舗装：ｔ＝５ｃｍ）  

Ａ＝３０．０㎡ 

・基層工（再生粗粒度ＡＳＣ：ｔ＝５ｃｍ）  

Ａ＝３０．０㎡ 

・上層路盤工（粒調砕石Ｍ－４０：  

ｔ＝２５ｃｍ）Ａ＝２４．０㎡  

・区画線工 １式 

・付帯工 １式 

２ 工期 平成２８年６月２１日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１４，８１７，６００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評価値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１２年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 
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４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 平成２７年１２月８日 

２ 入札説明書等配付締切日 平成２７年１２月１７日 

３ 申請書受付開始日 平成２７年１２月８日 

４ 申請書受付締切日 
平成２７年１２月１７日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
平成２７年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 平成２７年１２月８日 

７ 設計図書配付締切日 平成２７年１２月２５日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
平成２７年１２月８日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
平成２７年１２月２５日 

10 入札及び開札日時 
平成２８年１月８日 

午前９時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
平成２８年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 平成２８年１月６日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用 

 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第９３号  

 

 甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規 

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争 

入札を執行する。 

 

  平成２７年１２月２２日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 米山 俊彦 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１０１０２号 

工事名 （路‐２２）路面復旧工事 

工事場所 昭和町河東中島地内（河東中島公会堂の西） 

工事概要 

１ 工事内容 

施工延長 ６８６．８ｍ 

・表層工（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝３ｃｍ） 

１３７０㎡ 

・表層工（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝５ｃｍ） 

２５４㎡ 

・上層路盤工（再生瀝青安定処理ｔ＝１０ｃｍ）  

１９４㎡ 

・上層路盤工（Ｍ３０－０ ｔ＝１５ｃｍ） 

  ９㎡ 

・路盤工（ＲＣ４０－０ ｔ＝１０ｃｍ）６０㎡ 

・不陸整正工（Ｍ‐３０ ｔ＝３０ｍｍ） 

２２４㎡ 

・不陸整正工（ＲＣ‐４０ ｔ＝３０ｍｍ） 

１３４０㎡ 

・付帯工 １式 

２ 工期 平成２８年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１２，３０１，２００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 給水区域内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評価値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１２年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 
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なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 平成２７年１２月２２日 

２ 入札説明書等配付締切日 平成２８年１月８日 

３ 申請書受付開始日 平成２７年１２月２２日 

４ 申請書受付締切日 
平成２７年１月８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
平成２８年１月１５日 

６ 設計図書配付開始日 平成２７年１２月２２日 

７ 設計図書配付締切日 平成２８年１月１８日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
平成２７年１２月２２日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
平成２８年１月１８日 

10 入札及び開札日時 
平成２８年１月２６日 

午前９時 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
平成２８年１月２１日 

午後５時まで 

２ 回答 平成２８年１月２２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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甲府市上下水道局告示第９４号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の廃止届出があったので、甲府市上下

水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第

２号の規定により告示する。 

 

  平成２７年１２月２４日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 米山 俊彦 

 

指定番号   第６４号 

指定業者名  仲島工業 

所在地    甲府市富竹一丁目１１－１１  

代表者    仲 島 義 雄 
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任免辞令 
 

（市長事務部局） 

    

                    又 川 理 恵 

甲府市公平委員会委員に選任する 

以 上  発 令 日  平成２７年１２月２４日 

 

市立甲府病院    看護部         主任   岡   雅 子 

市立甲府病院    看護部         主任   深 澤 幸 江 

市立甲府病院    看護部         主任   三 村   泉 

市立甲府病院    看護部         技師   旭 岡 直 美 

市立甲府病院    看護部         技師   相 川 博 美 

市立甲府病院    看護部         技師   曽我美 朝 美 

（各通） 

退職を承認する 

以 上  発 令 日  平成２７年１２月３１日 
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